
大大
阪阪
大大
会会



第６５回租税研究大会大阪大会開催にあたり
副会長挨拶

公益社団法人日本租税研究協会副会長

宇野 郁夫
（日本生命保険相互会社相談役）

本日は，回を重ねて第６５回の租税研究大会に
なりますが，これ迄同様多数の皆様と講師の
方々にご参加を頂き，誠に有難うございます。
特に，財務省の藤井審議官殿，総務省の濵田

企画課長殿には，業務ご多忙の中，パネリスト
を務めて頂きます。心より御礼申し上げます。
また，ご出席の皆様方には常日頃，当協会の

事業活動にご支援・ご協力を頂き，あらためて
深く感謝申し上げます。

さて，昨年１２月の安倍政権の発足以降，我が
国経済は，市場や家計，企業のマインドが，着
実に持ち直しに転じております。
その影響は実体経済にも及び，個人消費など

の支出の増加が生産の増加につながり，それが
国民所得の増加をもたらすという好循環のサイ
クルの芽ばえに確実に繋がる流れができようと
しています。
先週には，２０２０年のオリンピックおよびパラ

リンピックの開催地が 東京に決定致しました
が，この経済波及効果は約３兆円，道路や鉄道
の整備等も含めれば，さらに大きいとも言われ
ています。成長の追い風として大いに利用すべ
きビックプロジェクトです。
このチャンスを逃すことなく，持続的な成長

につなげていくことこそが，今後の我が国の存
在感を決めるといっても過言ではありません。
今，最も大事なことは，国民の力を結集して，
我が国経済を再浮上させる挑戦的な体制を作り

上げることだと思います。

当協会では，長年，民間の中立的な立場から，
税・財政の問題を調査・研究し，あるべき税制
改革について，提言を行っておりますが，再浮
上の鍵は大きく２つあると考えております。
１つ目は，政府が６月に取りまとめた「日本

再興戦略」でも盛り込まれている「企業活力の
復活」です。
企業は成長のエンジンです。企業収益が拡大

すれば，雇用，所得，配当が増大し，その結果，
消費や投資が促進され，更なる企業収益の拡大
につながります。但し，このような企業は，常
に挑戦的な技術革新の行動力をもっている企業
に限ります。
持続的な経済成長とは，たえざる技術改新を

実践していくことです。こうした望ましい「正

― 117 ―



のスパイラル」を実現する企業にこそ，その能
力を存分に発揮させる法人税施策の実行が不可
欠であると考えています。
そのためにも，政府には，企業の革新的な投

資意欲を高め，我が国の競争力を先行して画期
的に強化する施策を，迅速かつ大胆に実行して
頂くことを目指さねばなりません。
２つ目は「財政再建」です。
我が国の財政は，国および地方の長期債務残

高が，今年度末には９７７兆円，GDP比で２００％
に達し，歴史的にも，国際的にも，前例を見な
い常識を逸した最悪の水準です。
その解消に向けては，「２０１５年プライマリー

バランス赤字の対GDP比半減，２０２０年プライ
マリーバランス黒字化」といった目標は決まっ
ています。しかし，具体的な改革案と実行スケ
ジュールは，未だに明確になっていません。財
政に大きな影響を与える社会保障制度改革につ
いても，結局，年金の支給開始年齢の引き上げ
は先送りがされる等，抑制策は踏み込み不足が
目立ちます。
健全な財政は，経済成長の基盤です。財政再

建を行い，金利急騰や社会保障の持続可能性等
への不安が払拭されれば，国民や企業は，安心
して消費や投資ができるようになります。
政府には，一刻も早く，健全化に向けた具体

的な道筋を，国民や国際社会に対し明示し，確
実に実行して頂く勇気ある決断力を期待します。
また，来月初めにも消費税率の引き上げの是

非についての最終判断がなされると聞いていま
す。これも，分かり切ったことではございます
が，税制抜本改革法通りの実施を決断するだけ
であると考えております。
消費税率を上げれば，消費が減るといった

「いいわけ」は，消費税を着実に引き上げてき
た欧米各国とも全く同じ条件下におかれた問題
ではないのか。求められるのは勇気ある決断力
のみであると，私は考えております。
本日の大阪大会におきましては，午前中に田

中教授に「研究のご報告」を頂きました。午後
からは「税制を巡る現状と課題」をテーマに討
論会を予定しております。ご担当頂くのは，税
制，財政に精通された先生ばかりです。午前に
引き続き，大変有意義なお話を伺えるものと考
えております。是非，午後のプログラムも，ご
清聴頂きますよう宜しくお願い申し上げます。
最後になりましたが，ご出席の皆様方のご発

展を心からお祈り申し上げますとともに，当協
会の活動に，今後ともご支援，ご協力を頂きま
すよう切にお願い申し上げまして，私の挨拶と
させて頂きます。有難うございました。
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１．はじめに

（田中） おはようございます。これからお話
をさせていただきますが，まずこの大阪大会で
このような報告の場を与えていただいたことを
大変光栄に存じております。
これからのお話は，基本的にお手元にお配り

している原稿に沿って，そのポイントを指摘す
る形でお話しさせていただければと考えており
ます（本誌掲載省略）。
今日お話しさせていただく「過年度の誤った

課税処理の是正方法」というこの問題は，私は
租税法の領域で非常に重要な問題の１つだと思
っています。ところが，それにもかかわらず，
どの所得をどの年度に帰属させるかについての
基本ルールは，法律の規定でははっきりとは定
められていないと言っていいと思います。
では法律の明確な規定がないのになぜ今まで

動いているのかというと，私に言わせると，何
となく動いているように見えます。つまり，そ
れなりの合理性があって，税務署が文句さえな
ければそれで動く。それと，取引はいろいろ複
雑な形態を持っていますので，たった１本の基
準で処理をするというのは，やはりある種の無

理がある。そうすると，法律で年度帰属の基準
を決めるとしても，どうしても原則と例外とい
う，そういうような決め方にならざるを得ない。
このような事情もあって，年度帰属の基本

ルールを立法で決めるというのは，技術的にも
難しい点があります。しかしそうは言っても，
一方では明確な基準がないと，やはり取引をす
る人，行為をする人にとっては，不安で仕方な
い。このように考えると，いろいろ難しさはあ
るとしても，年度帰属のルールをできるだけ明
確に法定することが望まれるわけです。
また，この種の問題については，重要な裁判

報告 ９月１９日（木）・午前

過年度の誤った課税処理の是正方法
－過年度遡及修正の可否－

同志社大学法学部教授

田中 治
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例もいろいろありまして，今日のお話の中で話
をさせていただきたいと思っています。これか
ら，報告原稿に沿う形で，多少はしょりながら
もお話をさせていただければと思っています。
ある所得がどの年度に属するものとして課税

がされるかという問題は，納税者の税負担を大
きく左右します。特にこれは，所得税において
顕著です。超過累進税率の適用がある関係で，
どの年度に，その問題の所得が属するかによっ
て，非常に大きな税負担の差が生じてくる場合
があります。
法人税の場合には，基本的には，いわゆる比

例税率ではありますが，法人税の税率も，これ
も当然変動があり得ますので，どの年度に属す
るかによって，その税負担というのは多少とも
変わってきます。
今日させていただくお話は，大きく２つの事

例を取り扱います。最初は，当初の申告に基づ
く所得が結果として過少となったという例で，
その１つは，「年金裁定事件」というふうに私
が名前を付けていますが，これは，もともとは，
過去において給付されるべきであった年金が，
後日一括して追加給付された場合に，どのよう
に課税処理をすべきか，という問題です。
もう１つは，第三者のミスが原因となって，

過去の費用を過大に申告していたことが後日明
らかになるとともに，その払い過ぎた費用が一
括して返金されるという場合において，どのよ
うに課税処理をすべきか，という問題です。こ
れも一応私が勝手にネーミングをして「過大電
力料金事件」というふうに書いています。
これらの場合において，どのような税務処理

をすべきなのか，その法的根拠は何なのかとい
うことが問題になってきます。
大きな２つ目の事例は，計算の誤りによって

当初申告が過大となる場合や，後の裁判によっ
て後発的に当初申告が過大となる場合，こうい
う場合において，更正の請求は，どういう要件
の下で認められるのかという問題です。ここで
取り上げるのは，いわゆる特別の更正の請求を

めぐる問題です。国税通則法上，特別の更正の
請求として，通常の更正の請求の期間が終わっ
た後でも，一定の法定の要件を満たした場合に
は，なお過去の年度の遡及是正が認められてい
ます。このような特別の更正の請求が，いつど
のような形で認められるかという問題がありま
す。
裁判例で問題になりうる例として，特に法人

の所得や個人の事業所得については，その是正
を過去にさかのぼらせないという今までの，あ
る種慣行といいますか，いわゆる前期損益修正
ということで，当期で全部処理をするのだとい
う，こういう考え方が支配的で，課税実務はこ
のような考え方で処理をしてきました。しかし
ながら，その法的根拠は何なのかというと，こ
れを支える明文の根拠規定はない。このような
取扱いは，通達（法基通２―２―１６）において便
宜的に認められてきたにすぎない。
とはいえ，もともと所得税・法人税等の納税

義務は，納税申告によって確定をするものです
し，その申告の誤りについては，当初申告を直
すというのが基本原則です。国税通則法は，そ
のような組立てをしています。一般に，事業は
継続的なものですし，その限りにおいて，上記
のような便宜的な取扱いはそれなりの合理性を
持っていますが，そうではなく，法人の所得等
について，このような原則に立ち返る必要が時
として生じます。例えば，当該事業者が当期で
損失として損金処理をするとしても，休業中で
あるとか清算中であるとかの理由によって，そ
れに対応する益金や収入金額がない場合におい
て，過去の年度にさかのぼることは許されない
のか，それはなぜなのか，という問題が生じて
きます。
以上のような事例を素材に，今日特にお話を

したいのは，１つは，そもそも所得課税の基本
的な特性として，それが期間税であるというこ
とです。そしてその上で，当初申告の誤りを是
正する場合の基本原則，基本的な処理手続は何
なのかを理解することが重要です。
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２つ目は，課税のタイミングの問題と所得の
年度帰属の問題とを明確に区別をして論じる必
要があるということです。いつ課税が可能にな
るのかという問題と，そのことによって，例え
ば収益や収入金額が認定される場合でも，それ
は，課税が可能となったその年度に全て帰属さ
せるのではなく，所得の性格，基因，背景等を
考慮して，過去の複数の年度においてそれが生
じたものと考え得る場合，或いは考えるべき場
合には，それを過去のそれぞれの年度に帰属さ
せるべきであると私は考えます。
この問題は，今日支配的ないわゆる権利確定

主義という考え方の持っている限界に関するも
ので，この限界を克服する必要があると私は考
えています。
というのは，権利確定主義というのは，権利

が確定したその日が属する年度・年分に全て所
得を帰属させよという考えです。これはシンプ
ルで，わかりやすいといえばわかりやすいので
すけれども，後でお話をしますように，複数の
年度に及ぶ所得の問題を適正に処理できない。
例えば，消えた年金があり，過去の５年分を払
えと社会保険庁長官に裁定を求め，めでたくそ
の裁定がされ，５年分を一括してもらった場合
に，その年金の全てを，もらった年度のものと
して一括課税すべきか，ということが問題とな
ります。
従来の権利確定主義の考えでいうと，そのよ

うに一括課税せよ，ということになると思われ
ます。基本的に，権利確定主義の考え方は，権
利が確定した年分において課税せよとするから
です。しかしながら，このような結果は，現実
妥当性を欠いているのではないか，それぞれの
期間における正しい担税力の測定という要請か
らみて，問題はないのか，ということが問われ
るべきだと考えます。
３番目は，特に事業性所得に関する前期損益

修正について，今日，企業会計においても大き
く考え方が変わりつつある，要するに，過去の
会計の誤りについて修正再表示せよというふう

に企業会計原則が変わりつつある状況で，租税
法が，従前のように前期損益修正に固執するこ
とは相当の問題があると考えます。また，たと
え会計の考え方がどうであれ，期間税としての
所得課税において，その期間について正しい所
得を算定すべきであるという法的要請は，ます
ます重視されるべきではないかと考えます。
なお，問題をわかりやすくといいますか，あ

る程度数字があった方がわかりやすいと思いま
して，資料には，事例として３つ書いています。
１つは，今申し上げました年金裁定事件とし

て，消えた年金が５年分ある。それを社会保険
庁長官に裁定請求して，それで５年分一括給付
された場合に，これをどう課税処理するのかと
いう問題です。給付されたその年度に２５万円一
括して課税をするべきか，それとも，それぞれ
の年分について課税をするべきか，という問題
です。
２番目は，これは過大電力料金事件で，これ

はもう公知の事実となっているから名前も言っ
ていいと思いますが，いわゆる東北電力事件と
して知られている事件です。ある会社が，電力
会社の計量装置の設定誤りを原因として電気料
金を，実際の例は１２年間ですけれども，ここで
は１０年間にわたって過大に支払っていたが，そ
の原因が判明し，電力会社との確認作業を経て，
過大電力料金１０年分として１億円の支払，返金
を受けた。
この場合の課税処理をどうすべきか。返金の

額が仮に１億円としますと，納税者の権利が確
定して１億円をもらったのであるから，その権
利が確定した年度の益金として計上すべき（税
務署側の主張）か，それとも，この返金の結果，
過去の年度の費用が過大であった，つまりその
分だけ過去の年度の所得が小さいということが
明確になったのだから，過去５年にさかのぼっ
て修正申告をすべき（納税者側の主張）か，と
いう問題です。
３番目の例としては，ある会社が所有する土

地を売却し，未収の代金につき当該土地を引き
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渡した年度の益金に計上したが，相手が代金を
支払わないため契約を解除した。その売買代金
債権が消滅した年度においては，会社は清算中
であって，収益がないため，売買代金相当額を
貸倒損として損金に計上しても，実質的に救済
を受けることができない。こういう場合の課税
処理をどうすべきか。これは，事業性所得に関
する，遡及修正の可否をめぐる問題です。
以下，順次お話をさせていただきます。

２．期間税としての所得課税と当
初申告の誤りの是正方法

最初に，所得課税に関する基本的な組立てと
して，期間税としての所得課税につき，まず当
初申告がある。当初申告に誤りがある場合，そ
れを誰が，どのようにして是正するかが問題に
なってきます。これについては，基本的に国税
通則法が定めています。
その基本的な組立てとしては，まず原則とし

て，申告納税制度の下では，納税者は，ある年
度の正しい所得を法定申告期限までに申告する
義務がある。これが第１の原則です。第２の原
則としては，当初申告が誤っている場合は，原
則的には，当該誤った年度につき是正をすると
いうのが通則法の基本的な考えです。
国税通則法は，名前のとおり，各税目を通し

たといいますか，一般的な原則を書いていると
いうところから，恐らくこれが紛争処理の基本
原則と言うべきだろうと思います。納税者の側
からは，当初申告が過少であった場合について
は修正申告をする。そして，過大申告について
は更正の請求によって処理をする。或いは，課
税庁は，納税者の請求又は自らの職権によって
増額更正処分や減額更正処分或いは決定処分を
する。こういうような組立て及び処理方法が基
本原則であるということです。
このように，納税者の側からの修正にしても，

或いは，課税庁の側からの修正にしても，問題
の当初申告が法に照らして誤っているというの

を正しく直す。これが恐らく申告納税制度の下
における是正の基本原則或いは大原則といって
いいだろうと思います。
とはいえ，第３にお話ししたいのは，既にお

話をしているとおり，法人所得或いは事業所得
については，全部ではありませんが，その一部
については，便宜的に，その事実が生じた年度
において前期損益修正として処理をするという
取扱いが，これまで長い間なされてきています
し，法人税についてはその旨が基本通達にも定
められているという状況が続いています。
しかしながら，近時，遡及修正に関する企業

会計の考え方それ自身が，大きく変わっていま
す。今日の企業会計基準においては，基本的に
は前期損益修正を排除ないし否定をしていると
いってよいと思います。そうすると，従来，法
人税法２２条４項の一般に公正妥当な会計処理の
基準に依拠して，企業会計が前期損益修正で特
別損益を出しているのだから，それに沿って税
法も処理をすればいいのだという，そのような
考えは，恐らく基本的には否定されるか，ない
し，相当限定されるべきだろうと思います。後
の方で触れますが，このような企業会計の考え
方の変化が，税務処理に影響を与えるのか，或
いは与えないのかという問題は，やはり重要な
論点になるのではないかと思っています。

３．課税のタイミングと年度帰属
との関係

３―１．概要

課税のタイミングと年度帰属との関係につい
てお話をします。これまで裁判で紛争になった
事例を取り上げます。恐らく企業会計の現場の
感覚では，権利確定主義などというよりは，い
わゆる実現主義といった方がわかりやすいし，
いちいちこの取引によって権利が確定している
かといったようなことを考慮して会計帳簿に記
帳するなどというのは，まずあり得ないことだ
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と思います。しかし法的な紛争になった場合，
裁判所は，通例，これまでの判例・学説に従っ
て，権利がいつどういう形で確定したのかとい
うことで争いの決着をつけようとします。
このような意味で，租税法の世界においては，

いわゆる権利確定主義というのは，支配的です。
これは一般に判例・学説において承認されてい
る考えで，それは，現実の収入がなくても，収
入すべき権利が確定した金額は，その年度のも
のとして課税すべきである，という考え方です。
つまり，納税者にとっては，権利が確定した

時点をもって益金或いは収入金額に計上すべき
ことになります。今まで主として問題になって
きたのは，ではその権利の確定というのは一体
いつか，ということです。私はその問題も重要
だと思いますが，さらにその前提として，明確
にすべき基本的な別の論点があると考えていま
す。
第１は，法的な観点から見て，なぜ権利が確

定することを求めるのかという点は，実はそれ
ほどはっきりしていません。所得税法３６条の規
定は収入金額を定めている規定ですが，収入金
額とは，「その年において収入すべき金額とす
る」という，文言上はこの規定しかありません。
所得税法が定める「収入とは収入すべき金額

とする」というのは，一種何かの判じ物のよう
で，この言葉を聞いただけで，問題の収入金額
をどの年分に帰属させるかというのは，すぐに
は出てこない。ただ，文言上は，「収入すべき」
という「べき」という言葉を使って，「収入し
た」という言葉を使っていないというところか
ら，少なくとも現金主義を基本原則とはしてい
ないというくらいしかいえません。では現金主
義は全面的に排除されているかというと，そう
まではいえない。恐らく恒常的といいますか，
継続的にやってさえいれば，それは課税上の問
題を直ちに引き起こす，とまではいえそうにあ
りませんし，そこまでの極端な見方を立法者が
しているとまではいえません。
文言上必ずしもはっきりしていないという問

題に加えて，さらに，これもご承知のように，
判例・学説は「収入すべき金額」という文言を
「収入すべき権利が確定した金額」としてさら
に言葉を補って読んでいます。こういう言葉の
補い方が，いわば当たり前のことを補ったのか，
当たり前でないことを補ったのかというのが実
は問題になってきます。
それが問題になるというのは，これもご承知

のように，課税実務では，権利が確定した日の
属する年分を基準にする，といった文言は，通
達にはどこにもありません。あるのは，それぞ
れの取引の実態或いは類型・態様に応じて，例
えば商品等については，それを引き渡した日と
か，役務については，その役務を提供した日と
いう形で，行為や取引の具体的な類型・態様に
応じて，その日の属する年分で処理をするとい
う決め方をしています。
立法論としては，通達におけるこのような決

め方が，より明確で合理的な基準ではないかと，
私は思っています。もちろん，全ての行為や取
引がそれで言い尽くせるかという問題はなお残
るにしても，権利が確定した日をいうのだとか，
或いは，実現した日をいうのだという言い方も，
もちろんそれはそれで原則的な基準としてはい
いとは思いますが，通常の納税者が，ある取引
をした場合，いつの年度で課税があるのかを判
断するには，基本的には行為類型や行為の態様
に応じて決めるのがより適切ではないかと私は
思っています。
ともあれ，課税実務は，いつ権利が確定した

のか，という判断基準を主軸に年度帰属を決め
てはいない，といってよいと思います。所得税
においてはこのことはより明確です。
では法人税はというと，法人税は，収益の認

識に関しても，２２条４項を媒介にして，一般的
には，所得がいつ実現したかという，いわゆる
実現主義を基本に判断しているといっていいと
思います。
このようなことを加味した結果だと思います

が，法人税の領域では，権利確定主義というの
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は実現主義と同じなのだと，こういうような説
明が一般にはされています。しかしながら，そ
うだとはいえ，両者が文字通り同じものかどう
かは，もうひとつはっきりしません。仮に両者
が文字通り同じものであるとするならば，それ
は通常会計で使われている実現主義によって収
益を認識するという言い方に加えて，或いは，
これに代えて，権利確定主義が法人税の世界で
も通用するのだという言い方をあえてする必要
は，私はないと思います。
これは金子先生の考え方とちょっと違ってい

るかもしれませんが，私はやはり，権利確定主
義という意味の積極的な面と否定的な面の両面
を考えると，あえて法人税の世界において，こ
ういうような言い方を積極的にする必要がある
のかどうかという点に関しては，疑問を持って
いるところです。
第２の論点としては，権利確定主義それ自身

が，完結的ではない，すなわち，いつ権利が確
定したのかという，これ一本で判断しているか
というと，実はこれ一本では判断していません。
これ一本で判断ができない場面があるのだとい
う言い方をしています。別の例外的基準として，
管理支配基準といって，いつ当該納税者が問題
の収益或いは収入金額を管理し，支配をしてい
るのかということで判断します。
なぜこういうような管理支配基準が出てくる

のかという背景として，一番わかりやすい例は，
違法行為に対する課税の問題です。戦後の日本
の税法は，課税をするに際して，問題の行為が
適法か違法かを問いません。戦前は違いました。
正反対だったのですが，戦後は，包括的所得概
念の下，経済力の増大がある限り，課税におい
ては，行為の適法・違法を問いません。
そうすると，ある人が，銀行強盗をして３億

円を手に入れた。普通，そういう人が３億円も
うけましたといって，申告するはずはないです
けれども，少なくとも課税理論上は，違法な所
得であったとしても，それがその者の経済力の
増大につながる以上は，「申告せよ。課税せよ」

というのが一応の教科書的な言い方です。
そうしますと，その際に，当該銀行に押し入

った者の権利が，そのことによって確定したと
までは，通常の権利概念からは言いにくいとこ
ろがある。当該銀行強盗に，法的に正当に守ら
れるべき権利があるかというと，それはないと
しかいいようがない。そういう場合には，権利
確定主義という言い方，基準は使いにくいので，
それに代えて，管理支配をしているかどうかで
判断しましょうということになるのではないか
と思います。
しかしながら，このような管理支配基準とい

う考え方を別に作らないと説明ができないのか
というと，私は必ずしもそうではないと思いま
す。先ほど申し上げましたように，租税法は行
為の適法・違法を問わず，経済力の増大に着目
して課税するものであって，租税法にいう権利
確定主義は，私法上の純粋な権利概念とは違っ
て，それを超えて，より実質的な意味で使うの
だということです。要するに，租税法は，権利
の中核的要素である実質的な支配に注目して課
税するのだと説明すればすむ話で，あえて２つ
の基準を使わなくても，私はいいと思います。
それは，２つの基準を使うと，一番の問題は，

場面によって，税務署の方から見て，これは早
い段階で課税をするのが適切とされて，２つの
基準が使い分けられる，という危険性が生じる
からです。
具体的な裁判例でお話しします。１つは，矯

正歯科医が，矯正装置の装着の日に一括して矯
正料を受領した事件です。別の事件は，交通事
故の受傷者に係る診療報酬の支払について争い
があって，後日その一部を受領することで決着
した事件です。それぞれの事件について，税務
署の処理方法は全く違います。もちろん地域は
全く違います。
最初の矯正歯科医については，極めて単純な

言い方をしますと，ある矯正歯科医が，１年目
には５０万円の矯正装置を取り付けます。２年目
には，それがちゃんと機能しているかどうかチ
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ェックします。２年目の分としては５０万円です。
「両方合わせて一括して１年目に１００万円をく
ださい」と言って，患者から１００万円もらいま
した。
その歯科医が１年目には５０万円，２年目には

５０万円という申告をしたところ，その地域の税
務署は「駄目です」と言ったのです。「１年目
に１００万円と申告しなさい。理由は，あなたは
１００万円を管理支配しているでしょう。つまり，
実質，あなたの手元に１００万円あるでしょう。
では１年目のものとして申告しなさい」。これ
で裁判になって，その納税者は負けています。
もう１つの交通事故のケースというのは，あ

る外科医が，１年目に交通事故による救急で患
者が運び込まれて，１００万円相当の緊急手術を
しました。それが１年目です。「その代金を払
ってくれ」と言ったら，その患者は払えません。
それに対して，加害者に払えと言ったら，「払
いますが，しかし，１００万円はあまりにも高過
ぎる。５０万円だろう」と言うので，すったもん
だして，やっと２年目に５０万円を相手から払っ
てもらった。
このお医者さんはどう申告したかという

と，２年目に５０万円の収入金額がありましたと
いって申告したところ，税務署は「駄目だ」と
言いました。「あなたは１年目に１００万円の収入
金額があったというのを，まず申告しなさい。
あなたは１年目に１００万円の権利が確定したで
しょう。つまり，１００万円相当の役務を，事実
として患者に提供しているでしょう。まず１年
目に，相手から現金をもらうかどうか関係なく，
まず申告しなさい。それで，取りっぱぐれがあ
ったというのであれば，後で更正の請求をしな
さい」。これが税務署の判断で，その事件の裁
判所は，それでよい，と判示しています。
そうすると，最初の方の事案は，いつ管理支

配をしているかという，それしか言っていませ
ん。いつ権利が確定したかなどということを一
言も言っていません。後の事案は，いつ権利が
確定したかということしか言っていなくて，あ

なたは５０万円をいつ管理支配したということは
全く言っていません。
こういうふうに，一応，原則は権利確定主義

で，これで通すのが無理な場合，不都合な場合
には，管理支配基準でいくのだと言いながら，
結果としては，その現場の税務署員から見て，
税収確保につながる方向に判断が傾くのでしょ
う。
こういう紛争になった場合には，税務署の方

が恣意的に使い分けているとまでは言いません
が，結果としては，なぜこのケースには原則が
当てはまり，なぜこのケースは例外が当てはま
るのかという基準の振り分けが，もうひとつは
っきりしません。このような紛争事案が結構あ
ります。権利確定主義を使う場面において，こ
のような使い分けの問題は，十分には克服され
ていないように思います。
第３の問題というのは，先ほども少し触れま

したように，権利確定主義という問題と年度帰
属の問題をどのように考えるかということです。
権利確定主義は，権利が確定したときにその金
額の全てを，その確定した時点の年度に帰属さ
せるという考えです。しかしながら，複数の年
度が関係している場合に，そういうふうに一括
して処理をするのが適切かどうかというのは，
非常に大きな問題として残っているということ
です。
後で触れますように，やはり私は，権利確定

主義ということを議論する際に，それと関連す
るものが複数の年度にわたる場合は，それに対
応して，もともと所得税や法人税等が期間税と
して作られていて，その一定の期間における正
しい所得を算定することを法が求めているのだ
という，そういう考え方を併せて考える必要，
或いは各年度における正しい所得の追求という
要請を重視する必要があると考えます。
そうすると，所得税法３６条のいう，その年に

おいて収入すべき金額というのは，現実に受領
することが可能な，或いは権利が確定したとさ
れるものを一括してその年分において収入すべ
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きものだと理解することは相当ではありません。
そうではなく，その受領が正当といい得る，或
いは，その受領を正当視し得るそれぞれの年分
で収入すべきだと思います。

３―２．裁判例の対立と不統一

�１ 年金裁定事件－権利確定主義の過度の抽象
性の例
今お話をしている権利確定主義と年度帰属と

の問題に関連して，裁判例も不統一といいます
か，対立的な考えを示しています。問題を明確
にするために，そのような事案を示します。
１番目は年金裁定事件です。これは権利確定

主義のあまりにも抽象的な使い方をした例だろ
うと思います。これは，今お話をしたとおり，
年金の過去５年分が一括して支払われたという
事案です。この事案そのものにおいては，納税
者の妻が，社会保険庁長官に対して過去５年分
の裁定請求をしまして，それが認められて，過
去５年分，２６万円が一括支給されました。
これに関して税務署は，それは各年分のもの

として課税されるべきだと主張しました。この
事案の特徴の一つは，問題の年金というのは妻
の年金です。本件納税者は，裁定前の平成１２
年，１３年については，その妻は所得が３８万円以
下，つまり３４万円だということで配偶者控除の
適用をし，配偶者特別控除の適用も併せて申告
をしていましたが，税務署は，その納税者の妻
が平成１４年中に一括受領した年金は，厚生年金
保険法に定められた支給日の属する各年分の収
入金額とすべきだと主張しました。もしそうだ
とすれば，妻の所得金額は，問題の年分で
は，３８万円を超えて３９万円になるということで，
配偶者控除は使えなくなり，結果的に，この納
税者の支払うべき税金は増大することになりま
す。
そういうことで，この争点というのは，一括

受領した２６万円について，実際に年金の支給を
受けた平成１４年分のものとして一括して課税す
べきかどうかです。納税者は，一括課税を主張

しました。納税者にとっては，こちらの方が有
利だからです。納税者にしても，税務署にして
も，自分に有利なことを主張するというのは，
これは人情としてやむを得ないことでしょう。
それぞれの立ち位置から，条文がそういうふう
に見えてくるわけです。ともあれ，納税者は，
一括して１４年分の年金として扱うべきだと言っ
たのに対して，税務署の方は，厚生年金法の定
める支払期月の属するそれぞれの年分，要する
に，毎年毎年のものとして扱うべきだと言いま
した。
これに対して，裁判所がどういうふうに言っ

ているかというと，まず社会保険庁長官の行う
裁定というのは，受給者の権利の存在を公に確
認する行為だということです。そういうもので
あるにすぎず，裁定を受けることによって具体
的に請求できるとされているのも，そのことが
画一的公平な処理によって無用な紛争を防止す
るという，ただそのためのみだということで，
結局，この受給権というのは，同法の定める受
給要件を満たした時点で基本権が発生し，その
支給日が到来することにより支分権が発生し，
受給権者が裁定の請求さえすればいつでも年金
の支給を受けることができる状態にあるから，
その支払日が到来した時点で年金の支給を受け
る権利が確定したものと解されると言っていま
す。
裁判所はまた，収入すべき時期を，納税者が

言うような当該裁定時としたのでは，受給権者
が裁定の請求を遅らせ，所得の帰属年度を人為
的に操作する余地が生じるなど，納税者の恣意
を許し，そのことによって課税の公平を害する
と，こういう言い方をしています。
この判決の検討として，ごく簡単に触れたい

と思いますが，まず，第１に，厚生年金法３６条
が決める支払期月において，どのような権利が
どのような意味で確定するかというのは，判決
文では明らかではありません。判決をご覧いた
だいたらおわかりのように，実は，判決そのも
のが，支払期日が到来することによって支分権
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が「発生」すると言い，同じ文章の中で，その
支給期日が到来した時点で年金の支給を受ける
権利が「確定」すると言っています。権利はそ
もそも，発生するのか，確定するのか，明確で
はありませんし，両者は明確に区別されていま
せん。
しかしながら，判決が言うように，例えば平

成１３年の支払期月において，それが，自動的に
とまでは裁判所は言っていませんが，いわば自
動的に権利が確定するという，こういう解釈を
することは，実はかなりの不都合が生じる。納
税者が自分の権利として，当然それに気付いて
いないといけないということではないにしても，
納税者は，この事案では，従前の「消えた年
金」といわれているような状況の下で，自らの
権利性に全く気が付いていない。ましてや，年
金それ自体を手に入れているものでもない。
普通はこういうことはあり得ませんが，たま

たま税務署が何かの拍子に，この納税者には消
えた年金があって，支給期月がすでに到来して
いるという事実を知り，それのみを根拠に，当
該納税者に対して，あなたは年金を得ているは
ずだとして課税処分ができるかというと，恐ら
くそれはできないと思います。厚生年金法は，
社会保険庁長官の裁定がないと，個別具体的な
権利が生じないという，そういう決め方をして
いますので，いくら支払期月が客観的に到来し
ても，それでもって権利が確定すると言うのは，
相当の無理があると私は思います。
次に，第２に，判決は，いつ事実として権利

が確定したかという問題と，いつ権利が確定し
たと法的に評価すべきかという問題とを区別を
していないと思います。
本件納税者の妻が，いつ過去の年金に対する

権利を確定させたかという問いに対しては，そ
れは社会保険庁長官による裁定時，或いは裁定
によって支給が確定的となった日だとするのが，
普通の権利論でいうと，それが一番素直であろ
うと思います。
問題は，そうであるからといって，５年分を

年金として一括課税してよいかということです。
５年分を一括して課税すると，そのことによ
り，１つは，累進税率の適用の結果，場合によ
っては，当該個人所得者に対する税負担が理由
なく上がりかねません。
もう１つは，何度も申し上げているように，

それぞれの年度の正確な所得を算定するという
のが税法の基本的な役割であるとすると，問題
の年金は，本来，それぞれの年分の年金として
受領すべきであったものが，たまたま社会保険
庁の内部の処理等の問題があって，うまく機能
していなかった。それが後になって発覚し，是
正を受けたと考えることができる。そうすると，
適正な暦年課税をするという見地からは，当該
年金は，過去の各暦年の所得だと考えるべきだ
ろうと思います。
第３に，それぞれの支払期月の到来によって

権利が確定するのだという判決の結論は，それ
を明確に意図したかどうかはよくわからないと
ころがありますが，客観的に見るとそれは，あ
る意味では権利が最も弱いと見える時点で，つ
まり，普通，社会保険庁長官の裁定を得ていな
い段階では，恐らくそこには権利の姿も形もな
いというべきだと思いますが，権利が最も弱い
状態において権利が「確定」するという結果を
もたらします。そうだとすると，法的に権利が
ある，というのはどのよう状態にあることを指
すのかという点で，不合理な結論を導くことに
なりかねない。
権利確定主義の「確定」というのは，これは

一般には，単なる権利の発生ではなくて，権利
の対象となる収益を手に入れることの蓋然性，
或いは，その収益を手に入れる強度が相当大き
くなっている状態をいうものと思われます。権
利の「確定」という言葉には，それなりの実体
を持ち，経済的支配の強度があることが前提さ
れているといってよいと思います。このように
考えると，それぞれの支払期月の段階で権利が
確定するという言い方は，従来の権利確定主義
の考えから見ても，随分と非現実的で抽象性が
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あまりにも大きいといえると思います。そうだ
とすれば，このような権利の「確定」の使い方
は，相当ではないと考えます。
判決はさらに，返す刀で，社会保険庁長官が

裁定した段階では，権利が確定したとは見られ
ませんと言っています。では，なぜ社会保険庁
長官の裁定段階で権利が確定したと見るのは好
ましくないのか，相当ではないのかという理由
として，そういうことを認めるとすると，納税
者が，裁定を遅らせるなどの恣意的な操作をす
るということを挙げています。
しかし，本当にこのようなことが言えるでし

ょうか。何百万人もいる年金受給者の中には，
相当の経済的余裕があり，年金はなくても十分
に生活できる人がいることからすると，そのよ
うな恣意的操作をする者が皆無とまでは言えな
いかもしれません。しかしながら，圧倒的多数
の人は，自分がもらうべき権利があるかもしれ
ないと思ったら，一目散に社会保険庁に駆け込
むのが普通だし，それを前提にしてものごとを
考えるのが，私は法解釈の基本だろうと思いま
す。
納税者による恣意的行為の可能性があるとか，

それを許すことによって課税の公平が損なわれ
るとかの言説は，一般論としても，私は言うべ
きではないと思います。もし言うのであれば，
それを具体的に示さないといけない。問題のこ
の事案のこの納税者は，こういう点で悪質な行
為をしたということを具体的，説得的に言わな
いといけない。裁判所には専門家として，より
厳格かつ抑制的な態度が望まれます。
それはそれとして，今何度も申し上げている

ように，何よりも，暦年課税を前提とするなら
ば，各年分の正しい所得を算定するという課税
の基本的要素が最も重視されるべきであろうと
思います。権利が確定したときに，その全額を
確定時の年度に一括して帰属させるのではなく，
当該金員を帰属させるにふさわしい，しかるべ
き年分に帰属させるべきだろうと思います。
なお，これは今日のお話の本筋ではありませ

んが，平成１９年の年金時効特例法によって，年
金記録訂正の結果，５年を超えてなお年金が支
払われることとなっていますが，この当該年金
については，通則法によって時効消滅するため
に所得税は課されませんし，源泉徴収の対象で
もありません。

�２ 過大電力料金事件－権利確定主義と年度帰
属の混同
次に検討するのは，権利確定主義と年度帰属

の問題を，裁判所が混同した例です。なお，私
には裁判所がこれら２つの問題を混同したよう
に見えますが，そのように考えない方もいます。
この事案というのは，極めて単純な話で，先

ほど来申し上げていますように，自動車の製造
業を行っているある会社が，電力会社に対して
電力料金を支払い続けていたところ，この事案
では１２年間に，電力会社による計量装置の設定
誤りの結果，１億数千万円の過大支払をしてい
ました。
その計量装置が誤りであったことが１２年後に

発覚し，今まで払い過ぎていたものを返します
ということで，双方の間で一定の確認書の交換
等があって返金がありました。
返済の内訳には何種類かありますけれど，話

を単純にするために，全て払い過ぎた部分の返
戻金が１億円ということで話を進めたいと思い
ます。納税者の側はどういう主張をしたかとい
いますと，担税力を適正に測定することを目的
とする法人税法にあっては，過年度の損益計算
に誤りがある場合には，その損益の本来属する
事業年度にまでさかのぼって経理処理をしなけ
ればならない。その結果，過去の年度の所得が
過少となるため，５年にさかのぼって修正申告
をすべきだとしました。もう１つは，本件確認
書は，当事者間で新たな合意をなしたものでは
なく，過去の客観的に存在する金額を確認した
ものであるにすぎず，過去の年度の修正をする
ことに問題はないとも主張しました。
それに対して税務署はどう言ったかという
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と，１つは，過去の過払いについては，それが
民事法上はさかのぼって法律関係に影響を及ぼ
すことがあったとしても，企業会計上は，継続
事業の原則に従い，返戻を受けた事業年度の収
益に加えるべきである。２つ目は，双方当事者
の間で交わされた確認書は，新たに発生した会
計事実というべきであって，本件事業年度にお
いてそれは収益として計上されるべきものであ
ると主張しました。
これに対して最高裁判所はどう言ったかとい

うと，過去については，電力会社でさえ，その
徴収が多過ぎたという事実を発見できなかった
のであるから，Xが過収電気料金等の返戻を受
けることは事実上不可能であった。そうであれ
ば，電気料金の過大支払の日が属する各事業年
度に返るのは相当ではないのだとして，この返
還請求権は，昭和６０年の本件の合意が成立した
その年度に権利が確定したと考えて，その合意
が成立した年度に一括して収益に計上すべきで
ある，と言っています。
この最高裁判決には反対意見が付いています。

味村反対意見はというと，過年度の各事業年度
においては，電気料金等の過大支払に起因する
原価の過大計上ひいては損金の過大計上という
違法があるというべきであり，したがって，そ
の更正は，問題の各事業年度の所得について行
うべきであるとしています。
この反対意見は，過収電気料金等の額は，そ

の過大支払のときに客観的に確定しており算定
可能であって，税務署長は，本件の合意に拘ら
ず，所定の権限を行使し，これに基づいて更正
を行うべきであるとしています。私は，基本的
に反対意見の考えが妥当であると考えています。
この問題に関しては，まず，第１に，関連す

る規定は何かが問題となります。基本的には法
人税法２２条の４項しかないということになりま
す。一般に公正妥当な会計処理の基準で処理を
するのだということになるわけですが，法人の
処理としても，先ほど申し上げましたように，
権利確定主義によるのだというように一般的に

いわれています。とはいえ，権利確定主義とこ
の公正妥当な会計処理の基準とがどういう関係
にあるのかは，必ずしも明らかではありません。
次に，第２に，権利の確定の意味が問題にな

ってくる。権利の確定については，いつ確定す
るかというタイミングの問題と，その確定した
所得をどの年度に属せしめるかという年度帰属
の問題というのは，区別することが可能ですし，
私はそれを区別すべきだと思います。
では，この両当事者の間で合意が成立する，

そのことによって納税者が払い過ぎた電気料金
を返還し得る権利が実際的に確定したというこ
と自体は，問題はないといってよいと思います。
問題は，そうであれば，その返戻金の全額が，
その返還の日の属する年度の益金に算入される
べきかどうかということです。その返還金の性
質とか，原因とか，背景を考えると，そのよう
なことになるのかどうか，が問われると思いま
す。
第３に，裁判所は，いわゆる権利概念を使っ

て，昭和６０年の合意によって権利が確定したの
だと言っていますが，このような権利概念を用
いた説明の方法が適切かどうかが問題になりま
す。
多数意見は，もともと払い過ぎた電気料金の

返還を受けるというのは事実上不可能であった。
このような理由から，結局，合意によって返還
請求権が発生したのだと言っています。
権利確定主義という考え方の下では，いつ現

実にその現金を手に入れるかではなく，現金で
はなくて，いつ権利が確定したかということを
基本に考えるということになる。このように，
権利実現の蓋然性とか，或いはその強度を要請
することになりますので，どうしても，現実的
支配に限りなく接近したところでその権利の確
定を認識しがちになると思われます。
このように，権利確定主義は，結局，一体ど

の年度において権利を行使することが可能にな
ったのかということを判断するのに適した概念
であって，それは必ずしもどの年度について当
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該権利を帰属させるかを判断するのに適した概
念とはいえないように思われます。
第４に，権利の考え方ではなくて，それに代

えてといいますか，それを使わずに課税年度と
いう言い方を使った説明が可能かということで
す。私は，説明の仕方ということでいくと，課
税年度における正しい所得を算定する，という
言い方が最も適切であろうと思います。それは，
法人税法２２条は，基本的には各事業年度の所得
に対する法人税額を正確に算定することを求め
ているからです。加えて，申告納税制度を前提
とすれば，一体どの年度の正確な所得と言い得
るか，というのが，最終的な決め手になると考
えるべきだろうと思います。
他方で，それぞれの事業年度についての正確

な課税所得を算定すべしという原則は，便宜の
観点から，つまり一定の範囲で継続的な取引が
ある限りで，また，納税者が一定の範囲につい
て継続的に処理をしている限りで，あえて遡及
して適用することまでは求めない，という考え
方も一部支持されています。これは法人税の基
本通達２―２―１６の示しているところです。
このような便宜の観点，或いは継続取引を条

件としているという要件がポイントであって，
これとは違う場合，例えば，売上げの計上誤り
などの事実があるといったこと，要するに客観
的な事実が決算書に正確に反映されていないと
いうことが，後の年度において発見された場合
には，さかのぼって過年度の正確な税額を求め
るべきだということになると考えます。
合理的な継続取引と，これを正確に反映する

会計処理という前提がないのであるから，税法
がこれを尊重すべき理由はないと思いますし，
課税所得を正確に測定し，負担の公平を求める
ためには，当然に遡及して是正すべきものであ
ろうと考えます。
先ほど申し上げましたように，この味村反対

意見の考え方，つまり，結局のところ，電気料
金を多く払い過ぎたということが原因となって，
それぞれの年分の課税所得計算が結果として違

法となるため，それぞれの過去の事業年度の誤
りを是正すべきであるというように説く，この
反対意見の考え方が，私は結局のところ妥当で
あると思います。
それとの関連で，平成２１年における企業会計

基準２４号の定立を契機に，会計の考え方が大き
く変わりつつあるということは注目すべきこと
だと思います。会計の領域において，従前は遡
及処理に対して否定的な考えであったのを改め
て，基本的には過去の会計情報の誤謬について
は遡及処理をする，修正再表示するという方向
に大きく今方向性が変わっています。
会計の方でそのような変化があった理由とし

ては，基本的には利害調整よりも投資意思決定
の促進が財務報告の優先的な目的であるという
ことで，財務諸表の本体同士を比較して，ちゃ
んと正確な情報を与え得るようにすべきだと考
えられたようです。また，国際会計の考え方も
反映して，このように変わったとも言えます。
また現に，会社計算規則にも，遡及是正を前提
としたルールが定められています。
第５に，現行法下では，５年を超えた修正申

告というのは想定されていませんので，この事
例でいいますと，１０年分の修正申告は到底認め
られない。そうすると，税務署側から言わせる
と，修正申告の対象とならない５年分の５，０００
万円に対応する部分は，課税対象から外れてし
まう，それは不公平，不公正だろうと，こうい
うことになるのでしょう。恐らくそのような考
慮もあって，返戻金の全部を一括して，１億円
なら１億円につき，合意が形成された日のその
年度の益金に入れるべきだというのが税務署の
考えだと思います。
しかし，まず原則的には，どの年度に属せし

めるべきか，つまり，正確な課税所得計算とい
う観点からは，どの年度に属せしめるのが正し
い所得計算の要請に応え得るのかをまず決める
べきだと思います。その上で，時効という制度
の適用の可否を考える。時効は，別個の観点か
ら作られた法制度ですし，かつ，時効の制度が
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適用されるというのは，制度上の約束であると
いう，ただそれだけの話です。納税者が，結果
として５年分の修正申告しかできないというの
は，確かに課税庁から見るとある種のいらだち
のようなものを覚えるというのは，それは理解
が可能ですけれども，それは時効等の制度があ
る以上はやむを得ないと思います。
通常そういうのがあるかどうかというのはよ

くわかりませんが，この事案とは反対に，例え
ば，納税者側の何らかの責めによって電気料金
の支払が１０年間少な過ぎた。その事実が判明し
た場合，当該納税者の方が時効の援用等をしな
いで，その過少分を全部支払ったとする。その
結果，それぞれの過去の年度の所得が，これま
で，より多く計算されていたことになったとい
うところから，１０年間の全ての所得が更正の請
求の対象になるかどうかが問題になってきます。
この場合，通常の場合の更正の請求は，現行

法の下では最大５年ですから，それを超えれば
もはや，いくら客観的にこれは費用としてあり
ましたといっても，課税上は考慮されませんし，
これは制度上やむを得ない。
国税通則法の下での申告の誤りをどのように

是正するかという観点から作られた制度に対す
る時間的制限，例えば修正申告に対する年限の
制約，或いは更正の請求に対する年限の制約，
これらがあればそれに従うしかない。たまたま
その制度から結果的に事実上の利益または不利
益を受けるかどうかは，それは法的考慮の対象
外とすべきあって，解釈論としては，それ以上
のことは考えても意味がないだろうと私は思い
ます。
このように考えると，修正申告によって納税

者は過去５年分のものしか是正していない，さ
らにそれを超える５年分については，納税者の
方が利益を得ているということを理由に，合意
が形成された年度に全額を益金算入することは，
到底許されるものではないと思います。

４．後発的違法と特別の更正の請
求

特に事業性の所得，個人の事業所得や法人の
所得に関して，後発的違法を理由に過年度の所
得の誤りを是正し得るかどうかが問題になって
きます。

４―１．基本的な仕組み

�１ 後発的違法の是正方法
第１に，通則法の基本的な仕組みとして，ま

ず後発的違法の是正の要件を満たす限りにおい
て，当初申告それ自身を是正することが基本で
す。
第２としては，通則法は，現行法でいいます

と，５年の通常の期間が過ぎた後でもなお当初
申告の誤りについて後発的な是正の手段を認め
ています。通則法は，後発的事由に基づく更正
の請求を２３条２項で定めています。この種の規
定は，通則法のみならず，それぞれの個別税法
においても決められています。
こういう観点から見ると，従前一般的に行わ

れてきた，或いは現在も行われている，いわゆ
る法人税等の世界における前期損益修正という
のは，むしろ本来の是正方法とは違った，便宜
的で限定的で例外的な処理方法であるというべ
きです。前期損益修正は，これが認められると
しても，限定的，例外的な存在であるという認
識を持つべきだろうと思います。
第３に，当初申告の誤りを是正する場合につ

いては，当初申告の原因となった申告の効果だ
とか，或いはその後の増額更正処分等，これに
ついての効果をまず消すということが先決問題
であって，いきなり国に対して不当利得返還請
求をするということを法は認めていない。当初
申告の誤りの是正としては，原則として，更正
の請求を必ず経る必要がある。
ただ，このように当初申告の誤りの是正の手

続があるのは事実ですが，これまで更正の請求
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ですとか，まして特別の更正の請求，こういう
ものはそう簡単には認められてきていない。し
かも，事業性の所得については，前期損益修正
で今まで処理をしてきたという経緯もあって，
会計の領域での考え方の変化にもかかわらず，
それが変わるのか変わらないのか，或いは，ど
の範囲で変わるのか変わらないのかというのは，
現時点では必ずしも予測がつきにくい。

�２ 更正の請求の位置付け
更正の請求には通常の５年間の更正の請求が

あり，そして，５年を超えてもなお一定の場合
には特別の更正の請求が認められていますが，
これらの制度の説明は省きます。

�３ 特別の更正の請求と通常の更正の請求との
関係
特別の更正の請求と通常の更正の請求との関

係ということで，基本は，通常の更正の請求の
要件，つまり，当初申告が税法の規定に従って
いなかった，或いは当初申告の計算に誤りがあ
るという，こういう要件は特別の更正の請求に
おいてもなお維持する必要があるというのが支
配的な見解です。

４―２．前期損益修正との関係

前期損益修正との関係について，補充的に触
れます。これまでの通説・判例によりますと，
取引に関する後発的な瑕疵については，前期損
益修正をせよというのが基本的な考えです。裁
判例の中にも，昭和６０年の横浜地裁判決がこの
ような考え方を示しています。
この事案は，ある宗教法人が，その所有する

土地を売却した。どうもこのときバブル期で，
この宗教法人も土地を買い集めることをやった
ようなのですが，この宗教法人が，後に，その
所有する土地を売却したが，相手が代金を支払
わないために契約を解除した。その際，契約を
解除した事業年度において損失が生じたとして
も，十分な益金がないため救済の実を挙げ得な

い場合に，過年度にさかのぼって損金処理をす
ることが許されるかどうかが争いになりました。
原告は，地価のバブル期に一連の土地を売買

したが，その後，不動産取引はせず，また当該
土地を売却するにも買い手が見つからないとい
う状況に陥ってしまい，相手との関係で契約を
解除したとしても，それに対応して課税所得計
算で，その損失を処理できない状況にあったよ
うです。
それに対して裁判所はどういう判断をしたか。

おおむね次のように言います。法人の場合には，
企業会計上，継続事業の原則に従い，当期にお
いて生じた収益と，当期において生じた費用・
損失とを対応させて損益計算をしていることか
ら，既往の事業年度に計上された譲渡益につい
て，当期において当該契約の解除等がなされた
場合には，右譲渡益を遡及して修正するのでは
なく，解除等がなされた事業年度の益金を減少
させる損失として取り扱われていることが認め
られる。
以上の事実によれば，法人の所得の計算につ

いては，当期において生じた損失は，その発生
事由を問わず，当期に生じた益金と対応させて，
当期において経理処理をすべきものであって，
その発生事由が既往の事業年度の益金に対応す
るのであっても，その事業年度にさかのぼって
損金としての処理はしないというのが一般的な
会計の処理であるということができる，と述べ
ています。
裁判所のこの判決の論理の面白さというのは

２つあると思います。１つは，こういう事実が
ある，以上の事実があることから，このように
処理をせよと言っているわけです。しかし，事
実があるということと，その事実が妥当かどう
かということとは，本来別の話です。規範とし
て，このように処理をすべきだということを言
い切って初めて意味があるのですが，そこまで
は言い切っていない。
判決の論理は，今までは，事実としては全て

前期損益修正でやっていましたね，だからその
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ように今回もやってくださいねということを言
っています。そういう点で，本来裁判所に求め
られている，当該事実が妥当か適切かという法
的判断が，必ずしも明示されていないというの
が１つの特徴です。もう１つは，「その発生事
由を問わず」という文言です。判決は，どうい
う原因で当該損失が生じたとかの原因ないし具
体的な状況を一切問うことなしに，前期損益修
正をせよと，こういう言い方をしているのです。
でも，法的規範として，しかも，例外を認め

ない，という強い言い方をするのは，それはそ
れで一つの考えだとは思いますが，その根拠が
はっきりしない。前期損益修正は，継続事業を
前提とするものであって，かつ，便宜的な措置
である。取引にはいろいろな事情があるのだし，
所得課税は担税力に即して課税することを重視
することが基本かと思います。そうだとすれば，
それぞれの個別の合理的な事情，背景等を十分
考慮して，しかるべき例外は例外としてきちん
と扱うことが重要だと思います。
要するに，個別の合理的な事情があって，納

税者の恣意や，或いは，そのことによって課税
の公正を損なうということがないのであれば，
個別の事情に応じて，当該納税者の担税力に即
した課税を追求することがむしろ税法の要請す
るところと考えるべきだということです。
改めて，前期損益修正について幾つか申し上

げます。第１に，前期損益修正は，事業の継続
性を前提にしているということです。というこ
とは，事業が継続していない場合には違うルー
ルがあり得るし，その場合には，所得課税の基
本原則である，問題の年度の正しい課税所得を
追求するという基本原則に返るべきです。
これに関連して，学説として，例えば金子先

生のおっしゃっていることを紹介します。要す
るに，こういう継続事業性の前提を欠いた場合
ですとか，会計上の便宜ということが，かえっ
て不都合になる，或いは，そのことによってか
えって納税者の権利が損なわれるような場合に
ついては，形式的或いは画一的に前期損益修正

をせよというのは適切ではなく，一定の土地等
の取引を行って，そしてその後に相手が代金を
払わないといったような場合に契約を解除し，
そしてその後の判決で，従前の所有権を回復し
たという場合において，その勝訴判決時におい
ては，休業中ないしそれに近い状況にあるため，
代金債権の消滅損を当該年度の損金に算入して
も救済を得ることができない場合には，所得の
ないところに課税するのを避けるという観点か
ら，その場合については特別の更正の請求が認
められるべきであると主張されています。この
考え方は，大変合理的で適切な考えだろうと思
っています。
第２に，法人税法２２条４項と当初申告の是正

に関する一連の規定との関連ですが，基本的に
は後者が優先すべきだろうと思います。一般に
公正妥当と認められる会計処理の基準そのもの
は，必ずしもその内容がはっきりしませんし，
かつ，その会計慣行が常に公正妥当とまで言い
切れるかとどうかについては，そこまでは恐ら
く言い切れないのではないかと思います。
第３に，仮に公正妥当な会計処理の基準の適

用があったとしても，これが法的救済を妨げる
というような場合であったら，それはその要請
を後退させるべきであろうと思います。
第４に，前期損益修正に関する会計の考え方

が大きく変わってきているところから，近時の
課税実務も，それに対応して一定の方向性を示
しています。その方向性には，必ずしもはっき
りしないところがありますが，一定の示唆を得
ることも可能です。
国税庁のホームページにおいて，いわゆる

「情報」という形で，「法人が『会計上の変更
及び誤謬の訂正に関する会計基準』を適用した
場合の税務処理について」という文書が示され
ています。そこに問１というのがありまして，
それに対する回答として，遡及処理が行われた
場合でも，確定決算主義の考え方から，その過
年度の確定申告において誤った課税所得の計算
を行っていたのでなければ，過年度の法人税の
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課税所得の金額や税額に対して影響を与えない
と言っています。これのポイントは，その「過
年度の確定申告において誤った課税所得の計算
を行っていたのでなければ」ということかと思
います。その反対解釈としては，過年度の課税
計算において誤っていればそれを直せ，或いは
直してよい，ということを言っているのだろう
と思います。
問７という項目の問答がありまして，ではど

ういう項目が直し得るのかということですが，
過年度の売上げの計上漏れ，或いは費用の過大
計上というのは，税務上も課税所得金額を是正
すべきものであると，このような問答が示され
ています。
一体どこまでの範囲のものを，どの程度直す

かというのは，ちょっとこの短い「情報」から
は，わかりにくいところはありますが，ただ，
繰り返し申し上げているように，過年度におい
て誤った課税所得計算になっている，後発的に
誤りになってしまった，という場合については，
それを是正すべきだろうと思います。
特に，この過年度修正の問題は，今後大きな

議論を呼ぶかもしれません。いわゆるサラ金の
過払金に関して，平成１８年の最高裁判決に端を
発して，例えば，武富士は膨大な過払金の支払
を求められるなどして，現在，清算会社になっ
ています。管財人がその処理の中で，これまで
武富士が国に対して法人税として納付してきた
税額は，後発的に債権者から過払いを求められ
た結果，過大となってしまい，これに関して特
別の更正の請求をしたところ，これが認められ
ず，その取消し等をめぐって争っています。継
続中の会社であればともかく，清算中の会社は，
いくら損失を計上してもそれに見合う益金が存
在しない。そうすると，結果的に，過去に国に
払い過ぎた税金で過払いとなってしまったもの
については返せという主張です。国は前期損益
修正をせよと主張しているようですが，先ほど
述べたように，私は，このような国の主張には
説得力はないと考えています。今後，こういう

形での後発的な所得の喪失をめぐる紛争が起き
ていくのではないかと思います。立法等の整備
を含めて，検討する必要のある重要な問題だと
考えています。

５．おわりに

最後，少し時間をオーバーして恐縮ですが，
終わりの部分について，ごく簡単に話させてい
ただきます。
今お話をしたとおり，３つの事例については，

私の考え方でいくと，次のように処理すべきこ
とになると考えます。事例１に関しては，これ
は年金の事案ですが，これについては，年金の
行使がいつ可能かという問題と，それによって
得た年金について，どの年度にそれを属せしめ
るかという問題とは，全く別個の問題であると
いうことです。繰り返し述べたように，それぞ
れの各年度の所得としてそれぞれの年度に帰属
させて課税計算をすべきであると思います。
事例２についても，１億円の受領をしたこと

をもって権利が確定し，収益を得たとすること
それ自体が，私は適切ではないと思います。そ
れは，過去の電力料金の過大支払分が，後日判
明して一括して支払われたということでして，
それは結果的には過去の課税所得が過少であっ
たということを意味するにすぎません。そうだ
とすれば，納税者は過去５年間につき修正申告
をすることが求められます。事実として，それ
がたとえ５年間の是正にとどまるものであった
としても，それは時効等の制度上の制約による
ものであって，やむを得ないものというべきで
す。
事例３については，前期損益修正の範囲とい

うのは，税法上これが認められるとしても，こ
れは相当限定された，かつ，相当便宜的な措置
とみるべきだと考えます。当初の申告の誤りを
是正する方式としては，原則的には当初申告そ
のものを直すという，課税所得の是正の基本原
則に立ち返ることが求められると思います。
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これも何度も申し上げているように，事業性
所得についても，当該納税者が休業中或いは清
算中で，救済の実を上げ得ないというような場
合については，特別の更正の請求を適用して，
当初申告それ自体を是正するというのが基本的
な方向性だということができます。
なお，やや抽象的な言い方になりますが，さ

らに３点ほどまとめとして述べさせていただき
ます。第１は，権利確定主義の意味内容につい
てですが，その意味内容は非常に多義的で，い
ろいろな使い方がされています。その具体的な
場面と結びつけて，細心の注意が必要です。
人はどうしても，自分の利益になるような言

い方をしてしまいがちですが，そのような実践
的な考慮があり得るということを考えてもなお，
電力料金の事件の場合において，納税者が最終
的に返戻金を手に入れたことをもって権利が確
定したという事件もあれば，その反対に，年金
に関する権利について，その支払期月が客観的
に到来すれば，それで権利が確定するのだとい
う，権利の蓋然性や強度が小さい時点について
権利が確定するとする事件もあるというように，
権利確定主義の考え方や使い方の振れ幅があま
りにも大きい。
このような問題については，何度も申し上げ

ているように，権利確定主義という言い方が本
当にいいのかどうかも含めて，改めて検証する
必要があるのだろうと思います。
第２に，もともと法人税・所得税といった一

定の期間を対象にして課税をするという，この
ような期間税については，それに対する修正申
告や更正の請求の制度が用意されているように，
基本的には当初の課税期間に関し，当初申告を
是正するのが，本来の姿であると考えるべきで
す。
このような観点からは，所得税法３６条の「収

入すべき金額」の解釈においては，「べき」と
いう文言について，収益等をしかるべき年分に
適正に配分す「べき」ことをも含んでいると読
むべき場合があると考えます。それは実現した
金員を，その実現した年分に全て帰属させるの
ではなく，事案によっては，その金額につき適
正な年度に適正に帰属させることを意味します。
第３に，前期損益修正の考え方は，仮に，今

後も，税法の世界で一定の範囲で維持されるべ
きだとすれば，事業の継続性が前提であるし，
事業の継続性がない場合については，これを適
用せず，原則的な当初申告の是正をすべきもの
と考えます。結果として，所得のないところで
課税を強いるということにならないよう，合理
的な判断が一層強く求められると思います。
かなりスピードを上げてお話をしたため，多

少ともわかりにくいところがあったかもしれま
せん。お詫び申し上げるとともに，先生方の今
後の仕事等で何らかのお役に立つのであれば大
変うれしく存じます。
ご静聴どうもありがとうございました。
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はじめに

（林） それでは，早速討論を始めたいと思い
ます。先ほど宇野副会長からもお話がございま
したように，日本の経済は上向きであると感じ
ていらっしゃる方が比較的多いと思います。こ
れからはこれをさらなる発展・成長につなげて
いく必要があり，そのためにも構造改革をしな
ければいけません。構造の中には税制をはじめ
としたソフト・インフラを成長にふさわしいも
のにしていかなければいけないという認識が租
研の税制改革要望の１つの大きな柱です。そう
いう意味で，日本の経済が変わりつつあるとい
うこと，消費税率の引き上げが決定され，それ
以外にもさまざまな税制改革が行われてきてい
ますが，経済の活性化，そして財政の健全化と
いう目標に対しての道のりはまだ半ばだと思い
ます。
今日は，その道のりの先を見据えた形で，日

本の税制はどういう問題を抱えているか，今後
の税制はいかにあるべきかについて，幅広に議
論させていただければと思っております。先ほ
どご紹介いただきましたように，４人の討論者
の方々に忌憚のないご意見を頂きながら，前半
部分で総論的なお話をし，後半で各論に入りた
いと思います。時間が限られております。本来
ならば，フロアの方々から質問を頂くというこ
とも考えられるのでございますが，多分それは
難しいのではないかと思っています。それでは，
始めさせていただきます。
第１ステージ財政・税制の現状と課題につい

て，まず財務省の藤井審議官からお願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．財政・税制（総論）の現状と
課題

（藤井） 財務省の主税局審議官の藤井でござ
います。租研の皆さまには日ごろから税務行

政・税制にいろいろご理解，それからご指導ご
支援いただきまして，ありがとうございます。
この場をお借りいたしまして，厚く御礼申し上
げます。
それでは早速でございますが，お手元の「財

務省主税局」と書いてある資料で，まず財政と
税制の総論についてお話しさせていただきたい
と存じます。

１．財政の現状

財政の問題は，社会保障の問題と密接に結び
付いております。資料①でお示ししております
のは，社会保障給付費が高齢化の進展とともに
非常に大きく伸びております。２０１３年度の予算
ベースで，年金・医療・介護などの給付費は
１１０兆円でございます。これを保険料，それか
ら国税負担，地方税負担で賄っているという構
図でございます。社会保障給付費１１０兆円に対
しまして，保険料収入は６２兆円でございます。
残りの四十数兆円を税負担で社会保障は賄われ
ているということでございます。
資料②の国の一般会計全体に目を転じます。

一般会計の歳出が税収を大幅に上回っている状
態が続いております。バブル期にいったんこの
差は縮まりましたが，その後大きく離れている
というワニの口が開いている状況が続いており
ます。この差額を公債発行，借金で埋めていま
す。下の棒グラフが借金の額でございます。２５
年度は４３兆円を借金で賄ったという状況でござ
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います。
資料③は，平成２５年度の一般会計予算の歳出

と歳入を並べたものでございます。左が歳出，
合計は９２兆６，０００億円でございますが，その３
分の１が社会保障２９兆円でございます。それか
ら４分の１が国債費，国債の利払い，それから
償還の費用が２２兆円でございます。あと大きな
項目は地方交付税交付金で，これが１６兆円です。
この３つの経費で，７割以上を占めているとい
う状況でございます。
これに対しまして歳入ですが，左側の公債金

が半分近く，４３兆円（４６．３％）でございます。
租税で賄っているのは４３兆円（４６．５％）にすぎ
ないということでございます。すなわち，５割
弱が将来世代の負担となる借金に依存している
状況ということでございます。
昭和５０年に初めて特例公債，いわゆる赤字国

債を発行しております。それ以降，国債残高は
どんどん積み上がりまして，現在７５０兆円に達
しております。これは税収約１７年分に相当いた
しまして，将来世代に大きな負担を残している
という状況にございます（資料④）。
これだけ公債発行額が積み重なっても財政破

綻に至っていない１つの理由といたしまして，
金利水準の低下がございます。資料⑤を見てい
ただきますと，金利水準はずっと下がっており
まして，例えば平成９年はまだ国債の金利は
４％だったわけでございますが，２３年度で
１．２％，今，足元で１０年もの国債の金利は０．８％
ぐらいでございます。このように金利が低下し
たものですから，利払い費は残高の増加にも拘
らず増えずに来たということでございます。し
かしながら，今後，物価の上昇につれて金利も
徐々に上がっていくということが通例というか
見込まれますので，金利が上昇すると利払い費
がどんどん増えていくということで，先ほど国
債費が国の歳出の４分の１というのを見ていた
だきましたが，これの金利が上がればこれがど
んどん増加していって財政の圧迫要因になると
いう危険な状況でございます。

２．税制抜本改革法

こういう財政状況，それから冒頭申し上げま
した社会保障の状況を両方勘案いたしまして，
資料⑥でございますが，昨年の８月１０日に成立
いたしました税制抜本改革法におきまして，消
費税率の引き上げと使途の明確化というのが法
定されているわけでございます。消費税率の引
き上げは，平成２６年，来年の４月１日に５から
８％に，それから２７年の１０月１日に８％から
１０％になるということが法定されております。
それから，消費税収の使途の明確化といたし

まして，消費税の収入については，交付税以外
のものは毎年度制度として確立された年金・医
療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処
するための施策に要する経費に充てるものとす
るということで，社会保障目的税として消費税
収が規定されております。
資料⑦に見るとおり，実は以前から消費税収

は社会保障に使うということが予算の中で決め
られておりました。それは平成１１年からでござ
いまして，基礎年金・老人医療・介護という高
齢者３経費に消費税収を充てるということにな
っておりました。平成１１年，その制度が始まっ
たときは高齢者３経費の国が出していた費用は
８．８兆円でございまして，消費税収との差額は
１．５兆円でございました。これが２５年度には高
齢化に伴いまして１７．８兆円に高齢者３経費が膨
らむ一方，消費税収は７．５兆円でございますの
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で，実に１０．３兆円のギャップになっていたとい
うことでございます。消費税によりまして，社
会保障を安定的に運営していくというためには，
こうしたギャップの解消が急務という状況だっ
たわけでございます。
先ほど申し上げたとおり，消費税の引き上げ

というのが法定されておるわけですが，資料⑨
の税制抜本改革法の附則１８条におきまして，消
費税率の引き上げの検討条項というものがござ
います。この１８条の３項という規定に基づきま
して，総理が最終的に消費税率を法律どおり引
き上げるかどうかの判断を下されるということ
になっておるわけでございます。

３．消費税率引上げと今後の経済財政
動向等

それに先立ちまして，８月の最終週６日間か
けまして，今後の経済財政動向についての集中
点検会合が開かれました。資料⑩―１から３ま
でがその概要でございます。予定どおりの引上
げにつきまして，有識者・専門家，総勢６０人の
方から，ご意見を聞いたということでございま
す。その７割を超える有識者・専門家から予定
どおりの引上げが適当あるいはやむを得ないと
する意見が述べられたということであります。
そして，１割超の有識者・専門家からは，予定
を変更して実施すべきとの意見が述べられたと
いうことでございました。
この予定変更の意見に対しまして，デフレ脱

却まで消費税率引上げを待つと，金融財政同時
引締めのリスクが高いという意見，あるいは政
府に対する信認の低下，成長戦略実施に対する
懸念・疑念，財政再建への支障を懸念するとい
うような考え方が述べられたということでござ
いました。
それから，地方自治体や社会保障の現場では

予定どおりの実施を見込んでいるというご意見
もありました。それから，既に民間企業や市場
は引上げを織り込んでおり，予定変更が経済活
動の混乱，特に市場の混乱，国債の格下げを生

じさせることを懸念する意見も多くあったとい
うことでございます。
資料⑩―２で，引き上げるとした場合の景気

対策についても有識者の方々からいろいろなア
イデアが提示されたところでございます。こう
いうヒアリングなどを参考にしながら，総理が
判断されるという段階に至っているところでご
ざいます。
気になるのは，やはり経済動向でございます。

今年の第２四半期，４―６月の GDP２次速報が
９月９日に公表されました（資料⑪）。それに
よりますと，実質GDPは前期比プラスの
０．９％伸び，年率換算で３．８％のかなり高い伸び
を示したところでございます。特に内需の民間
消費，それから設備投資も，民間投資は比較的
高い伸びが続いています。設備投資は，心配さ
れておりましたが，プラスに転じたということ
でございます。また，名目GDPはプラス０．９，
年率３．７％でございます。
有識者の会合でもございましたが，かなり意

識されておりますのが，前回の消費税率引上げ
は３％から５％に消費税が引き上げられた際，
経済が非常に悪くなったということを幾人かの
有識者の方々は非常に気にし，重視されていた
ということがございます。この９７年の消費税率
引き上げの後，経済が落ち込んだということは
あるわけですが，その原因が何だったかという
ことをGDPの項目で見てみたものが資料⑫の
グラフでございます。消費税が直接影響を及ぼ
すと考えられていますのは，左上の民間の最終
消費支出でございます。これを見ていただきま
すと，９７年の１～３月は駆け込み需要で民間最
終消費支出は非常に増えております。これが，
消費税率が４月１日に上がりまして，４―６月
期ではマイナス３．５％と落ち込んだわけでござ
います。いわゆる駆け込み需要と反動減が起こ
ったということでございます。それで，そのま
ま消費支出の水準が落ちていったかといいます
と，そうではなくて，７―９月期にはプラスに
回復しております。その後，若干のでこぼこは
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ありますが，横ばいから徐々に右上がりという
のが最終消費支出の推移でございました。
右側の設備投資でございますが，設備投資は

平成９年（９７年）の１０―１２月まで増え続けてお
ります。その後，９８年になりまして大きく落ち
込むという事態になっております。これにつき
ましては，この平成９年７月にアジア通貨危機
があり，さらに１１月から金融システム不安，三
洋証券の破綻，北海道拓殖銀行の破綻，山一證
券の廃業ということがございまして，その後９８
年は貸し渋り，貸しはがしということが社会問
題となったわけでございます。従いまして，そ
うした中で投資が落ち込んでいったと考えられ
るわけでございます。輸出につきましても，概
ね投資と同様な動きでございまして，１０―１２月
期をピークに９８年は落ち込んでいたという姿で
ございます。７月に起こりましたアジア通貨危
機が影響を及ぼしたものと考えられるわけでご
ざいます。
一方，９７年がそうした消費税以外の要因，金

融システム不安等によってその後経済が変調を
来したということでございますので，今，民間
の経済状況がどうかというのをチェックしたの
が資料⑬でございます。
右上でございますが，過剰債務問題はご覧の

ように解消された状況にございます。左下不良
債権問題も，不良債権の比率，金融機関の不良
債権の比率というのは低く安定しておるわけで
ございます。法人企業の経常利益でございます
が，９７年と比べますと，非製造業は非常に経常
利益が出る体質になっております。金融機関は
不良債権処理を終えて，これも利益が出る体質
です。製造業は，リーマンショックの前まで好
調を続けておりました。その後，リーマンショ
ックからまだ完全には回復しきれない状況とい
うことですが，全体的に見て法人企業はかなり
筋肉質な体質になったということがいえようか
と思います。
一方で左上ですが，財政リスク，国債リスク

は相当大きなものがございます。結局，平成９

年当時では，市中金融機関が保有しておりまし
た国債残高が１１３兆円ということだったのでご
ざいますが，今６３５兆円ということで，巨額に
上っております。そして平成９年当時は日本国
債の格付けはいずれもAAAだったわけでござ
いますが，現在はAAが２社，それからAが
１社ということでございます。こういう形で，
国債・財政のリスクは相当高まっているという
ことがいえようかと思います。

４．財政健全化

国債の信認を確保するためには，財政規律が
求められております。このため，今年の夏に閣
議決定されました骨太方針におきまして，財政
健全化の目標が閣議決定されております。２０１５
年にプライマリーバランスについて２０１０年度に
比べて赤字の対GDP比を半減，２０２０年度まで
に黒字化，その後の債務残高対GDP比の安定
的引下げを目指すという目標を掲げて財政運営
をやっているわけでございます。
２０１０年のトロントサミットで，結局各国とも
財政運営の失敗から非常に世界経済に影響を与
えるということがございました。リーマンショ
ック後，各国とも非常に財政出動いたしまして，
それでリーマンショックが世界大恐慌になるの
を防いだということがあるわけですが，財政を
健全化しなければまたその世界経済のリスクを
抱え込むということで，トロントサミットにお
きまして各国とも財政健全化の目標を立てて，
その目標に沿って財政を健全化していこうとい
うようなことが共通の理解となったわけでござ
います。
各国は２０１３年に目標を置いて，財政赤字を半

減させるというのを目標年度としているわけで
すが，日本は，財政状況が他国に比べて非常に
悪いということを勘案されまして２０１５年度にな
ったということ，それから目標も緩やかという
違いがございました。
資料⑯では，日本を除く各国は，基本的にこ

の目標を概ね達成した状況にございますが，日
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本だけがなかなかまだその道筋が完全には見え
てきていないという状況にございます。
８月８日の閣議了解で，中期財政計画という

のを決めております（資料⑱）。これにおきま
して，財政健全化に向けた目標は先ほどの閣議
決定と変わりません。それを達成するための具
体的なプロセスというものを閣議了解しておる
わけでございます。
国の一般会計におけるプライマリーバランス

を，平成２５年度予算は２３兆円の赤字であったも
のを，平成２６年度予算で１９兆円，平成２７年度予
算で１５兆円とそれぞれ４兆円程度改善するとい
うのが目標となっております。
資料⑲の左側のグラフですが，国・地方の基

礎的財政収支のGDP比は歳入面の努力，それ
から歳出面も歳出抑制という努力をすることに
よってぎりぎりプラマリーバランス赤字の半減
というのが２０１５年に達成できるという姿になっ
ているものでございます。

５．我が国の税収の現状

資料㉑以降，税制がどういう推移をしたかと
いうのを概観したものでございます。資料㉑は
比較的大きな税制改正をプロットしたものでご
ざいます。ご参考にしていただければと思いま
す。
資料㉒が国民負担率です。結局累次の税制改

正で所得税や法人税を中心に，かなりな減税措
置をやってきております。そうしたこともござ
いまして，資料㉒をご覧いただきますと，租税
負担率はアメリカよりも低い水準，社会保障負
担率を足した国民負担率もかなり低い水準でご
ざいます。いわば中福祉低負担と言われる状況
になっておるわけでございます。
資料㉓，㉔，㉕，それから資料㉖では，諸外

国における租税負担率，それから税ごとの
GDPに対する負担率というのをプロットした
ものでございます。資料㉓は全体の租税負担率
でございますが，日本は基本的に右下がりにな
っているということがわかると思います。

資料㉔は法人所得課税でございます。確かに
日本は法人所得課税の割合というのは，ご覧の
ように高かったわけでございます。近年かなり
税率の引下げなどもございまして，諸外国並み
になっております。
２点，注意すべき点がございます。ドイツは

GDP比１．５％と非常に低い水準なのですが，人
的会社分，日本であれば法人課税に入っており
ます人的会社に対する課税というのを加えます
と２．１４％になるということでございます。それ
から，アメリカも日本であれば法人課税に入っ
ているスモール法人という制度がありまして，
そこの課税を含めると３．４％になるということ
で，大体今の日本の負担率はスウェーデン，イ
ギリス，米国とほぼ同じような水準になってき
ているということでございます。
個人所得課税は，日本はほぼ一貫して各国よ

りも低い状態でございます（資料㉕）。
最後，資料㉖の付加価値税，消費税収でござ

いますが，ご覧のとおりの水準でございます。
今後の税収の見通しでございますが，資料㉗

に一般会計税収の推移を付けております。これ
は内閣府の試算で示されたものでございます
が，２６年度以降アベノミクスが成功するという
前提で，かなり高い３％台の名目成長率を見込
み，その中で税収も相当な伸びを見込んでいる
ところでございます。
資料㉘をご覧いただきますと，法人税収につ

いて見たものでございますが，この青の折れ線
グラフが法人所得でございます。実はバブル期
よりもリーマンショック前の法人所得というの
は多くて，６５兆円までいっておりました。それ
がリーマンショック後，４３兆円まで落ちており
ます。法人税率は何度か引下げを行っておりま
すが，現在，平成２３年度の税制改正で引き下げ
て２５．５％でございます。仮にこの２５．５％の法人
税率の水準でリーマンショック直前の６４．８兆円
の法人所得が発生した場合の税収は，現在９兆
円弱でございますが，１２兆円に増えるという計
算でございます。その場合，法人所得が４３．６兆
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円から６４．８兆円まで増えるという前提を置きま
すと，１２兆円の税収が生まれるということでご
ざいます。
先の内閣府の試算は，やり方は違いますが，

私どもなりに税目ごとに分けて考えてみますと，
かなり急激に法人所得が上がって税収が増える
という，いわばそういう想定がされているもの
でございます。経済運営が非常にうまくいって
こういうふうになることを現在期待しておると
ころでございます。
以上が総論の説明です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。国家財政及び
国税の状況についてご説明いただきました。や
はり日本の財政は，受益と負担の乖離が非常に
大きく，これをどうするかは非常に大きな課題
であり，税制の在り方をマクロにお話しいただ
きました。
それでは，濵田様，お願いします。

―――――――――――――――――――――

Ⅱ．地方財政・地方税制の現状と
課題（総論）

１．税制抜本改革法

（濵田） 総務省自治税務局企画課長の濵田で
ございます。よろしくお願いいたします。先ほ
どご紹介いただきましたように，本日，本来で
すと審議官の平嶋がお伺いいたしまして皆さま
にお話しする予定でございましたが，ご案内の
ように，今年は税制改正の一部，設備投資減税
などを前倒しをして，いわゆる秋の陣で今月中
に一定の結論を出していこうということになっ
ておりまして，その関係もございまして，今日
は私がピンチヒッターで参りました。よろしく
お願いいたします。座って失礼いたします。
資料といたしましては，平成２６年度地方税制

改正の課題と書きました資料に沿いまして，地

方税制或いは地方財政を巡ります総論的な課題
につきまして，簡単にご紹介したいと思います。
地方税制におきましても，当面する最も大き

な課題は，消費税率・地方消費税率の引き上げ
を含みます税制抜本改革の実現・実施というこ
とだと思います。このための法律は昨年の８月
に通っておりますが，この地方税の方の法律の
改正理由を資料❶に掲げてございます。アン
ダーラインを引いておりますように，地方にお
きます社会保障の安定財源の確保，それから地
方財政の健全化を同時に達成することを目指し
ます。これは国の法律とパラレルでございます
が，この観点から，地方消費税収の使途の明確
化，いわゆる社会保障財源化するということ，
それから税率の引き上げを行う，こういう内容
で既に法律が昨年通っておりまして，これを実
施していくということが当面の一番大きな課題
だろうと思っております。
資料❷は，具体的な数字的なイメージでござ

いますが，確認までという感じでございます。
一番左側に現行の，いわゆる消費税５％の内訳
を書いてございます。国分が（A）の４％，地方
消費税が１％ということでございますが，国分
の４％のうち，地方交付税の原資に法律に基づ
いて繰り入れられるものが１．１８％真ん中にござ
いますので，地方の実質的な取り分はこの交付
税分（α）と地方消費税の１％を足しました
２．１８％分ということでございまして，現行俗に
言う５％のうち２．１８％，４割以上は地方の取り
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分になっているというのが実態でございます。
これがご案内のように，一番上にありますよ

うに段階的に再来年の１０月にかけまして
８％，１０％に上げていくということが法律で決
まっておりまして，この中で地方消費税は下か
ら２つ目でございますが，現行の１から
１．７，２．２と引き上げていくということ，それか
ら真ん中の αの交付税に回る部分も増やしま
して，トータルで地方の取り分，現行２．１８から，
最終的に右下でございますが，１０％になりまし
たときにはそのうちの３．７２％分は地方税財源に
なるという形での法律が既に成立しているとい
うことでございます。

２．地方財政の現状

資料❸をご覧いただきますと，これは先ほど
藤井審議官からご紹介がありました国の財政で
ございます。ワニの口が開いたようなことにな
っておりまして，歳出・歳入のギャップを国債
で埋めているということでございますが，これ
とまったくパラレルな状況が，資料❹をご覧い
ただきますと，地方財政についても言えます。
この資料❹のグラフは，地方財政計画を毎年

作りますときに，この財源不足がどの程度ある
かということ，それを結局下にありますような
地方債を増発しましたり，交付税の増額，これ
も国の方もお金が余っているわけではございま
せんので，結局かなりの部分は赤字国債を出し
ていただいて地方交付税に上乗せするという形
で埋めてきているという図でございます。昨今，
リーマンショック直後に比べますと若干は改善
しておりますが，一番右にありますように，８０
兆円ぐらいの地方財政を運営していく上で毎年
１３兆円ほど穴が開いています。これを国なり地
方なりで借金して埋めているという状況にある
ということでございます。
資料❺をご覧いただきますと，これは同じよ

うに上が国の公債発行の毎年の規模，それから
依存度をグラフにしたもので，下が先ほどご覧
いただいた地方財政の財源不足の状況でござい

ます。ちょうどパラレルな形で国の財政が悪い
ときには地方の財政も足並みをそろえるように
悪くなっているということがおわかりいただけ
ると思います。
国の財政と地方の財政という観点から幾つか，

特に諸外国と比較して注意していただく必要が
あるのではないかという点について，ご紹介し
ておきたいと思います。
資料❻は，右側の国内総生産なり，この関連

いたしますいわゆる民間の部門に対しまして，
公的支出において地方がかなりの比重を占めて
いるということでございます。左側の政府部門
のうち，GDP比で１１．６％が地方政府の支出に
なっています。中央政府は４．７％ということに
なっておりまして，俗に言う財政規模は今は国
の方が若干大きいわけでございますが，こうい
ったGDP計算で民間に対して，国・地方のど
ちらが最終的に支出しているかということを考
えますと，例えば教育・福祉・公共投資，国の
方から地方に補助金などが来ますが，最終的に
は地方の県・市町村から国民の皆さん・住民の
皆さんに支出するものというのが現実には多う
ございますので，この民間への支出割合という
ベースで見ますと，地方のGDP比というのが
地方の政府支出のGDP比１１．６％と，国をかな
り大きく上回る規模になっているということで
ございます。
資料❼をご覧ください。行政分野別にこの国，

地方，どちらから最終的に民間部門にお金が出
ているかということでご覧いただきますと，右
側の黒塗りが国の部分でございます。グレーの
部分が地方でございますが，上にありますよう
な衛生関係，教育，それから民生，福祉関係
等々，かなりの行政分野では地方の政府，県・
市町村から民間に支出される部分が多いという
ことでございまして，国分が比較的多いのは下
の方から３分の１ぐらいのところにあります公
債費，それから下からすぐのところにあります
年金，防衛といったところは国がかなり専権的
にやっておりますが，それ以外の行政サービス
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は現実には県・市町村を通じて民間に提供され
ているということを言いたい資料でございます。
これをさらに各国比較ということで見ますと，

資料❽の左側の枠囲みが日本の姿でございます。
先ほどご紹介しましたように，GDP比で見ま
すと地方が１１．１％，国が４．０％というような数
字になってございますが，この地方がGDP比
で１１．１％の最終支出をしているというこの比重
は，その下にありますアメリカ・カナダ・ドイ
ツといった連邦制の国の州ないし市町村レベル
の支出の規模にほぼ匹敵するということでござ
います。日本はどちらかといいますと右側にあ
りますイギリス・フランスのような単一国家と
いうふうに分類はされる部類だと思いますが，
財政支出における地方の占めるポジションとい
う意味では，アメリカ・カナダ・ドイツといっ
た連邦制の国に匹敵するような支出をしている
ということを言いたい資料でございます。
一方で，そういった形で国，地方を並べまし

たときに，地方の最終支出の割合は大きいわけ
でございますが，資料❾は，では地方がいわば
地方の判断で国の施策とは全く無関係に自由に
支出できているかというと，そうでもないとい
うことを言いたい資料でございます。この地方
財政計画の支出の中で，色塗りをしているとこ
ろが直接的にいわば国の判断で支出の内容が決
まってしまう部分ということでございまして，
上にありますような例えば小中学校の先生を何
人置くかとか，警察官を県ごとに何人置くかと
か，これは国の法令で基準ががっちり決まって
おりますし，いわゆる一般行政経費にあります
ような福祉関係の経費等々も国の方がいわゆる
負担金，補助金という形で支出して，地方が一
定割合をお付き合いします。お付き合いという
言葉はよくないかもしれませんが，そういうふ
うに制度的に決まっているものは多うございま
す。下の投資的経費，公共事業関係も同じよう
な構造にございまして，こういった物を考えま
すと，地方の支出は規模は大きゅうございます
が，かなりの部分は国の施策を実現するために

ということで，国の施策にかなり左右されてい
るという構造にあるというのが日本の地方財政
の大きな特色だと思います。
その中で特に社会保障に関しましては，例え

ば資料10の右上の生活保護なんかは一番ご案内
だと思いますが，国が３，地方１とか，左下に
あります介護保険も若干制度的には違いますが，
在宅だと国が２，県１，市町村１というふうに
法律で負担の割合が決められまして，これに基
づきまして，いわば国の予算に連動して地方も
お金がかかっていくという関係にございます。
従いまして，この資料11の真ん中から上にご

ざいますように，よく社会保障関係の国費が自
然増などで毎年１兆円ずつ増えていくというの
はよく知られておりますが，これにほぼ連動す
る形で，地方の負担も毎年７，０００億円ぐらい増
えていくというような構図にあります。こうい
う中で，消費税率の改定とあわせて，地方消費
税率の引き上げもお願いしていくということに
なっているということでございます。
資料12は，国・地方の税収構造でございます

が，国税は，上にございますように，個人所得
に対する所得税，法人所得に対する法人税，そ
れから消費税といったものが柱になっておりま
す。地方の方も同じように個人所得，法人所得
とございますが，地方消費税の割合は比較的小
そうございますが，固定資産税というのが市町
村の基幹税になっているということが，２つ目
のグラフでご覧いただけるかと思います。地方
の内訳で見ますと，県レベルは比較的法人課税
の黒いところの割合が大きいというのが３つ目
の帯でございまして，一番下にありますように
市町村は個人住民税と固定資産税が２本柱にな
っているという構造でございます。
この税収の収入の安定性というのを見ていた

だくのが資料13でございます。この４つに大き
く分けました地方税の中で，何といっても安定
しておりましたのは一番下にあります地方消費
税でございます。いわゆる１％分はほぼ判で押
したように２．６兆円前後で推移しておりますし，
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左下から伸びています固定資産税も平成の初め
のころは地価の評価を適正化していくとかござ
いましたので上がってきておりますが，平成１０
年ぐらいからは大体９兆円弱ぐらいのところで，
これも安定して推移しているということがわか
っていただけると思います。
これに比べますと，右側に吹き出しを付けて

おります地方法人二税でありますとか個人住民
税，これらはかなり景気に左右されて，でこぼ
こがあるという構造にあるということでござい
ます。
それからもう１つ，地方財政を語る場合には，

地方財政は１，８００あります地方団体の集合体で
ございますので，この税源の偏在性，地域的な
偏りという問題が避けて通れない部分でござい
ます。資料14の左側にございますように，地方
税全体３５兆円を税収が上がります各県別に分け
まして人口１人当たりで比べますと，最大の東
京と最少の沖縄で下にありますように２．５倍の
格差がございますが，この中でも特に真ん中に
ありますいわゆる地方法人二税は経済力の強い
東京都にどうしても集中する傾向がございまし
て，この最大最少差は法人二税でございますと
５．３倍にもなっているということでございまし
て，われわれ地方税の税体系を考えていく場合
に，住民の皆さまに対する直接の行政サービス
を担っておるわけでございますので，景気に対
しては収入が安定的，それで地域的に見ますと
こういった地域的な偏りが少ないものをできる
だけ多くしていきたいというのが長年の課題で
あるというのが地方財政の状況でございます。
こういった税源の偏在の中で必要な行政サー

ビスをしていただくために，資料15にあります
ような交付税の制度があるということでござい
ます。
あと，今日は経済界の方も多いと思いますの

で，幾つか，地方もいろいろ努力しているので
すということをご紹介したいと思います。いわ
ゆる行革の努力につきまして，資料16にござい
ますように，右側の上にございますように，平

成６年以降２０年弱でございますが，地方公務員
の数は３３０万人近くおりましたのが５０万人ほど，
ここ十数年で１６％減らしているということでご
ざいます。
資料17にありますような公務員給与の水準も，

ここの足元は国家公務員の方が７．８％の削減を
２年間時限で行っているということで，いわゆ
るラスパイレス指数が跳ね上がった形になって
おりますが，それ以前のいわゆる実力ベースで
見ますと，ラスパイレス指数で国家公務員１００
とした場合に１００を切るような水準まで抑制さ
れてきているというのが地方の状況であります。
それから，資料18では，行革という意味でい

わば最大のものは市町村合併でございまして，
市町村の数，それから首長さんの数もそうです
し，真ん中の方にあります市町村議会の議員さ
んの数も，いずれもここ１０年ぐらいで見ますと
約半分ぐらいに減っているということでござい
まして，地方の市町村の皆さんには非常に行革
の努力はしていただいているのが昨今の姿です
ということでございます。

３．地方消費税率引上げと今後の経済
財政動向等

以下，先ほどの藤井審議官の話と重なります
ので，ちょっと飛ばしていただきまして，資料
24をお願いしたいと思います。
これは後ほどの各論にも関わりますが，資料

24の下の方に書いてございますように，目下，
地方消費税含めました消費税の引き上げを控え
まして，低所得者の対策，それから転嫁の対策，
それから医療・住宅・車体の対策，それから地
方固有では地方法人課税の在り方といったもの
が当面の来年度に向けて大きな課題になってい
ると思います。消費税率の引き上げに関わる景
気の判断につきましては，先ほどお話がござい
ました私どもの資料26にも付けておりますよう
に，官邸で６０名の有識者からご意見を聞くとい
うことが行われておりますが，１つだけこれに
関連して紹介しておきますと，資料37まで飛ん
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でいただきます。
ちょうどこの時期と同じくしまして，国の予

算の概算要求が行われておりましたので，地方
六団体が連名で自民党の総務部会にご要望され
たときの文書でございます。これの一番上の丸
にございますように，地方六団体全体といたし
ましても，先ほど申し上げましたように，今回
の消費税率引き上げ分のうち相当部分が地方の
貴重な財源になると予定されておりますので，
来年４月におけます消費税・地方消費税の確実
な引き上げの実現を図れるように，着実に経済
状況の好転を図ることというのが，六団体名で
の要望の筆頭に掲げられております。地方とし
ても国と協力して今回の税制抜本改革をちゃん
と実現していきたいというスタンスで臨まれて
いることをご紹介したいと思います。以上でご
ざいます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。国と同様，
地方の財政も高齢化とともにますます厳しさを
増していきます。とりわけ地方の場合には国の
義務付けがありますので，その辺りも考えなが
ら地方財政の将来を見通していけなければなら
ないというお話でした。
それでは，ただ今から財政学の専門家であり

ます戸谷さんと橋本さんに，税制に関するお考
えを聞きながら，今お話がありました国税・地
方税についてご質問がありましたら，お願いし
たいと思います。
では戸谷さん，お願いします。

―――――――――――――――――――――

Ⅲ．財政・税制の総論への意見

（戸谷） 大阪産業大学の戸谷と申します。よ
ろしくお願いいたします。お２人のご議論を踏
まえまして，私の方から幾つか議論をしてみた
いと思います。

〔消費税〕
まず国税ですが，やはり現在の段階では消費

税増税という問題が，国税における一番重要な
テーマになっていると私は考えます。この消費
税増税について，それに反対する或いは引き延
ばすべきだという議論の根底にあるのは，先ほ
ども審議官のお話にありましたが，「９７年のト
ラウマ」があります。ご案内のように，１９９７年
４月，消費税は３％から５％に上がりました。
ところが，その上がった９７年度以降，日本経済
はガタガタになってしまっています。それは，
とりもなおさず消費税の影響ではないか，消費
税は景気の足を引っ張る原因になるというもの
です。そのために，今も消費税は上げるべきで
はないという議論が，どうしてもトラウマのよ
うに残っていると思うのです。
しかしながら，これも先ほどの審議官のご説

明にありましたが，現在は経済成長率が年率で
３．８％ですからかなり高い状態です。来年４月
に消費税は８％に上がるということは，もうほ
ぼ既定路線ではないかと私は思っております。
例えば，消費税増税に強く反対されていた浜田
宏一先生も，もう諦められたのではないでしょ
うか。或いは，静岡県立大学の本田悦朗先生の
毎年１％ずつ上げるという案も，最近はあまり
言ってはおられないようです。こういう状態で，
逆に今を外せば消費税はいつ上げることが可能
なのかとさえ思います。それこそ，今のはやり
の言葉で言うと「今でしょ」ということです。
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それで，仮にそれが上がるとして，税収が増
えます。しかしながら，一体幾ら増えるかとい
いますと，ざっくり考えると，現在消費税の税
収が約１１兆円ですから，倍になったとしてもも
う１１兆円増えるだけなのです。８％だともっと
少ない。そうすると先ほどの議論から，日本の
巨額の財政赤字，毎年１兆円ずつ増加する社会
保障，経済活性化のため，あるいは地方分権の
ためと，使い途はいろいろあって，増収分を一
体何に使うのかということがこれからの議題に
なっていく。或いはすでに水面下では議論が始
まっているのではないかという気がいたします。
それこそ，オリンピックを東京で開催するこ

とになって，お金が要ります。国立競技場はど
うやって建て替えるのかなとか，リニア新幹線
もお金が要ります。そういうことを考えていっ
た場合に，その消費税８％あるいは１０％で足り
るのか，という気がしています。極端に言いま
すと，来年４月から１０％に前倒ししてもいいの
ではないかというぐらいに私は考えております。
こんなわずかな増税で日本の巨額の財政赤字

が解消できるわけはありません。ただ，国際社
会に対しては「アナウンスメント効果」がある
と思います。つまり「日本は何も決められない
国だ」，「何も決められないまま赤字だけがどん
どん増えていく国だ」という海外からの評価を
払拭し，「日本は増税できるのだ」ということ
をアナウンスする。そうすれば，海外ヘッジフ
ァンドに売りたたかれて日本国債が暴落すると
いう危険は，少し回避できるのではないかなと
いう気はいたしております。

〔地方税〕
次に，地方税に関して申し上げます。地方税

の抱える根本的な問題は何かと言いますと，
「地方分権」と「地域間格差の是正」というト
レードオフの基準に挟まれているということで
す。地方分権というのは，各地方は，自分たち
の税収で自分たちの行政サービスを賄いなさい
といいます。ところが，これをやってしまうと

何が起こるかというと，豊かな市町村に税収が
集まって，そうではない市町村に税収が入りま
せん。具体的に言うと，東京の独り勝ちになっ
てしまう。しかし，それが駄目だと言って地域
間格差を是正しようとすると，今度は地方分権
が成立しなくなってくる。このトレードオフの
関係の中で，地方税というのはいつも苦慮する
と思うのです。
そしてその点が最も顕著に表れるのが，先ほ

ど企画課長のお話にありました「地方法人二
税」つまり「法人住民税」と「事業税」です。
平成２０年１０月から，法人事業税の半分は地方特
別法人税として，人口，従業員に案分するとい
う方法になっております。ただ，これは消費税
を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの暫
定措置ということになっている。消費税増税に
伴いこの問題も先送りすることは出来ないと私
は理解しております。結局，地方税体系全体の
なかで，議論して行かざるを得ないと思います。
例えば，法人二税を国に返してしまう，すな

わち国税にして，その代わりに地方消費税を同
額の税収分だけ引き上げるという案があります。
これは１つの極端な議論かもしれませんが，そ
の辺で少しご意見を伺えればなと思います。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。来年４月が
「今でしょう」ということですが，８％へのア
ップは確実に予定通り実施すべきというご意見
でした。税率の水準は，最終的に１０％では不十
分ではないか，ただアナウンスメント・エフェ
クトはあるだろうというお話しをいただきまし
た。それから，地方税に関しては地域間格差と
地方分権のバランスをどのように取るのかとい
う話と，場合によっては法人二税と消費税の
バーターをするということも選択肢に入れてい
いのではないかということで，ご質問というよ
りも戸谷先生の自説を展開されました。それで
は橋本さんお願いします。
―――――――――――――――――――――
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（橋本） 関西大学の橋本です。先にまとめて
私の方からも意見させていただいた方が，お答
えの時間が効率化できると思いますので，先に
意見を述べさせていただきます。

〔消費税〕
戸谷先生のお話，或いは審議官のお話の中に

もありましたように，非常に厳しい財政状況の
中で消費税率が，８％，１０％と上がるのは確実
だと思うので，もう少し将来の話をしたいと思
います。仮に１０％まで上がったとしても，ほと
んど財政から見ると焼石に水に近いような状況
です。２０２０年度にプライマリーバランスを黒字
化するという目標は，１０％だけで到底足りませ
ん。当然歳出削減も必要なのでしょうけど，そ
の話をすると話が大きくなりますので税制面に
限定します。税制面から見ると審議官の資料の
中にあったように，GDP比で見た税負担率が
かなり下がってきています。これを欧米並みに
上げていかないと，欧米並みの福祉をやろうと
しているわけですから，税収が不足するのが当
たり前です。税を調達する場合，消費・所得・
資産という課税バランスに分けて考えたときに，
これから何を上げていくのかというのが１つの
ポイントなのかなと思います。消費税率につい
てはEUが標準で１５％ですから，その程度まで
は本来は上げるべきだとは思うのですが，最近
のどたばたした状況を見ていると消費税率を上
げても財政再建に役立つのかなという気がして
きています。
１つは，消費税率を上げるに至って国民を納

得させるためということで，消費税の使い道は
福祉に限る，社会保障に限りますとしたことの
弊害です。なお，予算総則では社会保障に使う
ということになっていますが，あれは実は使う
気持ちになっているだけです。消費税の税収は
一般会計に入ります。お金に色は付いていない
ので，社会保障に使うと想定すれば，余ったお
金の部分は財政再建に使えます。そこが本音の
ところなのでしょうけれど，それは政治家的に

は言えないので，こういう不明確な形でやって
います。これも不正直なことで，お金が足りな
いので，財政再建に使うと本来は正面から政治
家が国民に問うべきだったと思っています。な
ぜ社会保障に使うという想定が弊害を生じるか
というと，社会保障に使うという話をすると，
その分だけ余分に歳出が増える危険性があるか
らです。これは国についても地方についてもそ
うです。
それともう１つ，先ほど戸谷先生のお話にあ

ったトラウマです。前回の消費税率引き上げ時
には，景気が悪くなったのではないかというこ
とで，今回は，消費税率の１％分の景気対策を
するとか，法人税を減税するという話が出てき
ています。消費税を上げるときには，そんな話
がこれからもつきまとうのなら，あまり財政再
建には役立たないのかなという気もします。や
はり所得税なり資産課税といった面も少し見直
していくべきだと思います。

〔地方消費税の決め方〕
今回，消費税引き上げと同時に，地方消費税

も上がります。私は大学の試験で「日本の消費
税の国税の税率は５％である。○か×か」とい
う問題をよく出します。講義の中で教えている
のですが，不正解者が多数出ます。みんな５％
だと思っています。その原因の１つを作ったの
は，総務省に責任があるのではないかなと思い
ます。国税の税率は４％，地方消費税の税率は
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１％「相当分」です。国税の方は消費税法に税
率４％と書いてあるのに，地方税法には，消費
税額の２５％と書いてあります。地方税法に税率
１％と明記したほうが国民にはわかりやすいと
思います。授業の中では，地方税法に税率１％
と書かずに，消費税額の２５％となっている理由
は，消費税が将来倍になるときは自動的に地方
の取り分が増えるようにしたかったためではな
いかと説明してきました。
ところが，今度１０％に上がるときに地方消費

税の税率は幾らになるかというと２．２％相当分
になります。０．２％分おまけが付いています。
この０．２％のおまけの部分は，消費税の引き上
げ分は，社会保障に使うという話が関係してき
ます。地方も社会保障の負担が増えてきたので
２％では足りない，だから２．２％で，０．２％おま
けをよこせというバトルをされたのではないか
と思います。
それはそれで理屈としてわかるのですが，そ

れだったらなぜ地方税法にきちんと書いてくれ
なかったのでしょうか。実は２．２％相当分にな
るということで，今日の総務省の資料の中の資
料24で地方税法では７８分の２２になります。とて
も暗記できないような細かい数字になっていま
して，もうやめてほしいなと思います。地方税
法に２．２％と明記して欲しいと思います。

〔三位一体改革の総括〕
それから，もう１つ長期的な課題として，国

と地方の税源配分の話があります。この話を考
えるには，小泉政権下で行われた三位一体改革
の総括が必要かなと思います。三位一体改革で
税源移譲したのですが，そのときの税源移譲の
対象が所得税から個人住民税という形で３兆円
規模となりました。
総務省資料13に個人住民税税収のグラフがあ

ります。平成１８年に３兆円ほどいったん上がる
のですが，その後右下がりに下がっています。
リーマンショック以降，景気が悪くなったため
です。だから，税源移譲の効果は，かなり薄れ

てきてしまっています。これは国全体で見てい
る話なのですが，実は地方だともっと悲惨なこ
とがあって，ちょうど今私は夕張について調べ
ているのですが，夕張市の個人住民税は，実は
税源移譲前とほぼ同じ水準ぐらいまで落ち込ん
でいます。これは，財政破綻以降に人口が流出
した関係もあるのですが，人口流出自体は，過
疎市町村ではどこでも生じていることです。三
位一体改革で税源移譲の対象を所得税に限って
しまったところがこのような問題を引き起こし
ているので，もう少し頑張って地方消費税も税
源移譲の対象にして欲しいと言ってもよかった
のではないかなという気がしています。時間も
押していますので，以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。広範囲にわ
たって，しかも詳細な部分のご意見もあったよ
うですので，時間の範囲の中でお答えいただけ
ればと思っております。それでは藤井審議官，
お願いします。
―――――――――――――――――――――

〔消費税の使途〕
（藤井） 戸谷先生，橋本先生お２人から税の
使い道についてご質問ご意見を頂戴いたしまし
た。消費税につきましては，法律で社会保障に
使うということが法定されておりますので社会
保障に使うということなのですが，資料⑳に付
けておりますが，今回消費税率を引き上げて社
会保障に使うといったときにどうするのかとい
うことです。先般まとまったものですが，具体
的に社会保障のこういうところを充実していく
のだということが取りまとめられました。
これが資料⑳で，子ども・子育て支援の充実

ですとか，医療・介護サービスの提供体制の改
革，保険制度の改革，それから年金につきまし
ては低所得者・高齢者への福祉的給付ですとか
受給資格期間の短縮ということで，社会保障の
充実強化を図っていこうという方針となってお
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ります。中身を説明する時間がちょっとないの
ですが，この充実策の中には併せて効率化もし
ていくということが入ってございます。効率化
しつつ，必要なところを充実していくという内
容になっております。
もう１つ社会保障については，別な資料でお

示ししたように，社会保障給付のうち国が負担
している部分に対して消費税収の方が全く足り
ない状態でございまして，借金で賄っていると
いう状態でございます。これは，今，福祉を受
けているわれわれの世代が，子や孫にその負担
を先に送っている，いわば子や孫のキャッシュ
カードで買い物をしているという状況に当たる
わけです。社会保障を安定的に運営するために
は，借金で賄うのではなくて，安定した財源で
やらなければいけないという考え方がございま
す。
従いまして，ざっくり申し上げますと，この

一体改革をまとめたときの考え方として，５％
のうち，充実には１％分を充てる，そして安定
のために４％を充てるという枠組みで構想され
ました。この安定化のためというのは，今，借
金で賄っている部分を消費税収，つまり同じ世
代の負担で賄っていこうということでございま
す。ですから，この社会保障の安定化のために
消費税収を使うという部分は，同時に財政健全
化のためにもなるという姿になっております。
両先生がおっしゃるように，将来消費税率を

どんどん上げるということは難しい以上，併せ
て社会保障も効率化していかなければいけない
ということでございます。それは，今回のこの
充実策という中にも入っておりますし，今後も
やるべきことをやっていくという方向で，政府
或いは与党で議論がなされているところでござ
います。
こうして社会保障に消費税収を充てるという

ことですから，反面，その他の歳出については
それ以外の税制で賄うという枠組みに必然的に
今なっているというところでございます。そう
すると，所得税ですとか法人税の動向がその他

の歳出，これには公共事業ですとか防衛ですと
か或いは教育関係，科学技術の振興というもの
があるわけですが，そうした歳出に影響を与え
るという財政の枠組みに今なっているというこ
とでございます。

〔１０％で足りるか〕
１０％で足りるのかという戸谷先生からのご指
摘でございますが，今の政府・内閣府の試算で
は，２０２０年まで展望した場合に，プライマリー
バランスの赤字を黒字化するというのが目標な
わけですが，２０１５年に半減までは行きます
が，２０２０年に黒字化というところまでは至らな
いというのが現在の試算の結果でございます。
その示すところは，引き続き歳出の効率化に努
める，それから歳入の確保に努める，その両方
の努力が必要だということでございます。
従いまして，消費税率が上がった後さらにそ

ういう議論をして実行に移していかなければい
けません。歳出・歳入両面の努力が必要だとい
うことだろうと思います。
それから，国際社会との関係，国際経済との

関係で，日本国債が信認されているのかどうか
というご質問も頂きました。これにつきまして
は，G２０に麻生大臣が何度か行って，日本は与
野党で消費税率の引き上げという非常に難しい
課題について法律を衆参それぞれ３分の２の賛
成多数でもって通した民主主義の非常に成熟し
た国なのだ，他の国ではなかなかできないこと
をやっているのだという説明をしております。
それは１つの政治的なメッセージですし，IMF
などは日本はまだ増税余力があるという診断を
していますので，そういう中で，国債の信認は
保たれているということだろうと思っておりま
す。
それから橋本先生から所得課税や資産課税に

ついてのご指摘を頂きました。これは後ほど各
論のところで触れたいと思います。私からは以
上です。
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―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。では濵田課長，
お願いします。
―――――――――――――――――――――

〔地方法人二税の在り方〕
（濵田） まず戸谷先生から，分権と地域間格
差の是正ということに関してまして，特に地方
法人二税の在り方についてご指摘がありました。
これはご指摘のとおりでありまして，方法論と
してわれわれもまさしくお話があった地方法人
特別税を作りました。これは後ほど各論のとこ
ろでもお話しようと思っておりましたが，作り
ましたときに，１つの処方箋として地方の地域
間の偏りをなくす意味では地方法人課税の比重
を下げて代わりに，地方消費税の比重を上げる
ということです。そのためには国との間で税源
交換でやるというのも有力な手ではないかとい
うことを提唱したりもしていますので，そうい
う意味でそういう方法も含めて大きな課題だと
思っております。
ただ，では地方法人課税はゼロでいいかとい

うとそうも思っておりませんで，地方の法人も
地域でちゃんと存在感を持って活動されており
ますし，行政サービスを受けておられますから，
それに応じて税をお支払いいただくということ
は恐らく自治体と企業の関係を良好にするとい
いますか，いい関係を作っていくためにも意味
があるというふうに思っております。もう１つ
国との税源交換ということに関しましては消費
税が社会保障財源という位置付けをされたとい
うことでございますとか，国の方からご覧にな
ると国の方と交換を持ちかける前に地方の中で
もっと何か創意工夫が考えられないかという宿
題も頂いておるということでございますので，
これは検討会を設けまして先般林先生にもご出
馬いただいてアドバイスを頂戴したところでご
ざいます。今回の８％への引き上げ前にどうい
う見直しをするのかという方向を出したいと思
って，今，検討しているところでございます。

〔地方消費税〕
それから橋本先生から２点，１つは地方消費

税率のアップに関しまして国分の１００分の２５と
いう税率の在り方を変えてはどうかというお話
がございました。これは，別に税率が上がると
き自動的にスライドして地方消費税もくっつい
ていこうというよりは，納税者の方にできるだ
けご面倒かけないために今のような国税の４％
分に対して１００分の２５という税率を決めている
というのが本当のところでございます。つまり，
消費税の場合は各事業者の方が売り上げの４％
から仕入れに係る４％を引いたものを国の税務
署に納めるという仕組みになっておりまして，
それに対して地方消費税に乗せるためには，そ
の国の税務署に納める額の４分の１を納めてく
ださいというのが一番簡単だということでござ
います。これは，普通に済むときは一緒ではな
いかとおっしゃるかもしれませんが，例えば還
付の問題や追徴の問題とかが出た場合には，そ
うしておくことが一番納税者の方に，事業者の
方に納税の事務の負担をかけないという意味で
そういうやり方をしているということでござい
ます。これは今回もその方式は踏襲したという
ことでございます。
未来永劫これでいいと思っているかというと，

われわれも中長期の課題としては問題意識をも
ちろん持っておりまして，現状そういうやり方
でやりますと全国一律の地方消費税率というの
がビルトインされてしまうということになるの
ですが，カナダの例なんかを見ますと州ごとに
多段階の付加価値税の税率が違うというような
ことも現に出てきております。そういうことも
ございますので，先々を視野に入れますと先生
がおっしゃったような資産の譲渡等というのを
課税標準にして，今でいうと１％が地方消費税
で，並行して国の消費税とかかっていくような
やり方というのも，それは可能性の問題として
はありだろう，研究しなければいけないだろう
と思っているというところでございます。
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〔三位一体改革の総括〕
それから，三位一体改革の総括をという話が

ございまして，個人住民税でということになっ
た大きな理由は，三位一体改革が国から補助金
で，国経由で地方に回ってくるのではなくて，
直接納税者の方と向き合ってご負担いただくと
いう形で改革しよう，それが税源移譲だとした
場合に，やはりそこは住民の皆さんから住民の
いわば地域の会費として頂くような住民税とい
うのが税源移譲の税目としては一番いいのだろ
うという判断があったということでございます。
地方消費税の場合は，先ほど申しましたように，
これも先々全くないとは申しませんが，やはり
現状の枠組みでいいますと地域ごとで，県ごと
で地方消費税の税率の差をつけるとかなかなか
できないわけでございますが，住民税の方でご
ざいますといわゆる超過課税もできるというよ
うな仕組みでもあるので，受益と負担を一致さ
せていくという三位一体改革の理念からします
と住民税の方がベターだという判断があって，
住民税を選択したというふうな経緯だったとい
うことでございます。以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。予定より時間
が押しておりますので，早速各論に入らせてい
ただきます。
現在，法人税と消費税が脚光を浴びておりま

すが，それ以外の税目はこのままでいいのかと
いうようなこともあります。それでは前半と同
様，財務省の藤井審議官から各論についてお話
しいただきたいと思います。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．個別税制の現状と課題

１．消費税

（藤井） 資料㉚から各論の資料でございます。
目下，消費税関係でのテーマですとか論点につ

いてご紹介したいと思います。
資料㉚ですが，低所得者への配慮，いわゆる

逆進性ということが言われております中で，低
所得者への配慮ということが検討課題に上って
おります。給付付き税額控除，複数税率，簡素
な給付措置といったものでございます。
そのうち，複数税率につきましては資料㉛で

ございます。軽減税率につきまして，自民党と
公明党の間で消費税率の１０％引上げ時に導入す
ることを目指す，そのための協議をする，協議
すべき課題は対象，品目，軽減する消費税率，
財源の確保，インボイス制度などとそこに掲げ
てあるような課題が共通認識となって協議され
ているところでございます。
資料32で複数税率に関する事実関係的なもの

をお示ししております。世界各国，単一税率の
国も複数税率の国もあるわけですが，総じてい
えばヨーロッパ，いわば付加価値税の第１世代
の国々は歴史的な経緯もあって複数税率を入れ
ている国が多いということでございます。これ
に対しまして，後発国，第２世代は単一税率の
国が多いという姿となっております。諸外国の
食料品の税率はどうかといいますと，平均する
と実は軽減税率を取っていても１０％程度の水準
になっているということがございます。諸外国
で複数税率を採っている国でも，軽減税率なの
か，標準税率なのかというのはかなりいろいろ
議論があるようでございます。
例えばフランスですとキャビアは標準税率，

フォアグラ・トリュフは軽減税率ということで，
同じ高級食材でも違っています。これは，恐ら
くは国産品は軽減税率で輸入品は標準税率にな
っているように見えます。あるいは，イギリス
でも同じように総菜なり食べ物をテークアウト
するのですが，温かいテークアウト商品は標準
税率でデリカテッセンなどのスーパーの総菜と
いうのは軽減税率です。こういう線引きの問題
は必ず出てきますということでございます。
それから，右側で軽減税率は高所得者の方に

も負担軽減効果が及びますので，税収の減少幅
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も大きくなるというようなことが論点になって
いるところでございます。
消費税率に関しましては，デフレという状況

もありますので転嫁対策を求める声が非常に強
くございました。
資料34―１では，これを受けまして，転嫁対

策特別措置法という法律が成立しておりまし
て，１０月１日から施行されます。その内容につ
きましては，簡単にご紹介いたしますと，事業
者間取引で弱い取引相手先に買いたたきなどが
起こることを防ぐための措置というのが盛り込
まれております。独占禁止法や下請法よりも広
い取引関係をカバーして，なおかつ迅速に勧
告・公表ができるような枠組みを作る，そうい
う法律の仕組みとなっております。
�２では，消費税を転嫁していない旨の表示で

すとか消費税をおまけしますといった表示につ
いては，行ってはいけないというようなことが
法律に規定されております。
資料34―２で価格表示です。消費者に対して

今，総額表示の義務付けがなされておりますが，
その義務を緩和するものでございます。４月に
税率が変わったときに，値札の付け替えなどに
ついてある程度弾力的な対応ができるという措
置を定めるものでございます。
資料34―２下からは，これらの法律の措置を

実効あらしめるためのいろいろな政府の取り組
みについて記載しておりますので，ご参考にし
ていただければと存じます。

２．法人課税

資料35からは法人課税です。いろいろ報道で
取り沙汰されておりますが，現時点で具体的に
何か決まっているということではございません。
その上で，資料35以降法人課税及びそれをめ

ぐるいろいろな法人の状況を分析しております
ので，ご参考にしていただければと存じます。
法人実効税率自体は平成２３年の税制改正で５％
の引き下げをいたしております。ただし，復興
財源に充てるため復興特別法人税が平成２４年度

から２６年度まで課税するということになってご
ざいますので，現在は２％程度の低下にとどま
っております。これが平成２７年度になりますと
５％の引き下げになるというものでございます。
資料36で各国の法人所得課税の実効税率を比

較しております。日本もかなり積極的に下げて
きてはおりますので，アメリカよりも低く，フ
ランスと同程度でございます。ただ，アジアの
新興国あるいはイギリスと比べると高いという
ところが議論になっております。法人税率１％
引き下げるのに必要な財源は４，０００億円でござ
います。総論のところでお話しいたしましたよ
うに，財政リスクが非常に高まっている中で，
その財源をどう見つけていくかも議論しなけれ
ばいけません。そうしないと財政への信認が保
てないのではないかというのが１つの論点だと
思っています。さらに，国外に企業が出ていっ
てしまうのか，或いは海外からどういう企業が
進出してくるのか，法人税率の引き下げが雇用
や賃金に好影響を与えるのかどうか，設備投資
にはどういうふうに効くのか，内部留保を増や
すだけではないかといったさまざまな論点があ
るわけでございます。
資料37以下，法人税収とか企業の状況を幾つ

かの指標でご覧いただきたいと思います。資料
37は法人所得と繰越欠損の関係でございます。
バブル崩壊に伴いまして非常に大きな赤字を出
したり，あるいは特別損失を出したりした企業
がございます。実に繰越欠損が２０００年には９４兆
円まで高まりました。グラフの上の赤側ですが，
平成９年以降の法人所得の動向をご覧いただき
ますと，ITバブルが崩壊いたしました２０００年
代初頭を除きまして，リーマンショック直前ま
で，実は順調に法人所得は増えてきておりまし
た。一方で，繰越欠損というのはなかなか減ら
ず，７０兆円台まで来ていたのですが，リーマン
ショックによって９０兆円まで再度増えたという
状況でございます。実は，今後の法人税収を考
える上では，この繰越欠損金額の存在というの
が非常な重しになっているというのが税収動向
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の現状でございます。
資料38は，法人数と欠損法人割合の推移でご

ざいます。ご覧いただきますと，欠損法人割合
は，全法人ベースでは７割でございます。大企
業でも５割が欠損法人ということで，日本の企
業の収益構造をどのように高めていくかという
ことを考えていく必要があるということでござ
います。
資料39ですが，業種別の法人税額を並べてお

ります。いわば国際競争のど真ん中にされてい
る製造業の法人税額は，法人税収全体の２６％と
いうことで，その内訳もございます。ちょっと
まだ分析が追い付いておりませんが，いろいろ
今後の法人税を考える上で分析材料の１つにな
るのではないかと思っております。
資料40は，法人の設備投資の推移を見たもの

でございます。２０００年代に入ってからはキャッ
シュ・フローよりも低い水準で設備投資をする
という状況にございます。特に最近は減価償却
費よりも低い水準にとどまっているということ
で，いわば法人にお金がたまっている状態にな
っているわけでございます。従いまして，企業
の設備投資の意欲を引き出して，企業の成長に
つながる設備投資につなげるというのが日本経
済，企業が活性化するということのポイントだ
という問題意識でございます。この積極的な設
備投資が賃金の上昇につながるという循環を作
るというのが，日本経済の課題だというのが共
通の認識でございます。
資料41で，そういう認識の下に６月に閣議決

定されました日本再興戦略におきまして，設備
投資減税についての検討ですとか幾つかの税制
上の検討課題がございます。目下，それを与党
の税制調査会を中心に，具体策を取りまとめる
プロセスにあるというのが現状でございます。

３．所得税

資料42からは所得税ですが，ごく簡単に触れ
させていただきます。
所得税での最近の改正は，最高税率の見直し

をいたしました。所得再分配機能の低下という
ことが言われる中で，課税所得４，０００万円超に
ついて４５％の税率を設けるという改正をして，
一部所得再分配機能の回復を図ったところでご
ざいます。
結局，個人所得課税の実効税率がどうなって

いるか各国と比較してみますと，２，０００万円以
下の層においては日本の所得税の負担率が一番
低いというのが特徴かと思います。

４．国際課税

続きまして，資料45から国際課税です。
国際課税につきましては，首脳レベルでも取

り上げられるということでございます。その問
題意識は，一番上の丸です。リーマンショック
後，各国が財政再建を求められている中で，グ
ローバル企業が税制の隙間や抜け穴を利用した
節税対策により税負担を軽減している問題につ
いて，国際的な租税回避に対する批判が非常に
高まっているという状況を受けて，G８サミッ
トでも英国のキャメロン首相が主導されまして，
議題の１つとして取り上げられました。OECD
の租税委員会が中心になって，税源浸食と利益
移転に関するプロジェクトを立ち上げておりま
す。このOECD租税委員会は，議長を財務省
の総括審議官の浅川が務めております。
資料46で，そのG８サミットでの安倍総理の

発言を載せておりますが，安倍総理からも税制
が多国籍企業に対して公平かどうか，払うべき
ところで税金を払っているかという点が問題で
あり，払うべきところで税金を払うことが重要
だ，だからこの問題に各国が真剣に取り組んで
ルールを作ることが公平な税制や公平な社会の
建設に役立つということを非常に強く述べられ
ております。
資料48，49は，報道ベースやイギリスの動き

でございます。グーグルですとか，或いはス
ターバックス，アマゾン，アップルといったと
ころについての報道などが相次いでいるところ
でございます。
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そして資料50で，そのOECD租税委員会で
今後どういう動きになるかということを示して
おります。わかりやすいのは，電子商取引課税
です。例えば，音楽配信なんかを受けるときに，
今，日本の消費税制度ですと外国のサーバーか
ら音楽を買う場合には消費税が課税されていま
せん。日本の国内の場合には課税事業者が国内
におられますので，消費税が課税されていると
いう状況にございます。こういうものについて，
きっちりやっていこうというのがこの行動１で
ございます。ほかにも多くの課題があるわけで
す。こういうものに，国際的に取り組み始めて
いるという現状でございます。以上，各論の説
明とさせていただきます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。それでは濵田
課長，お願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅴ．個別地方税制の現状と課題

１．秋の税制改正における検討項目

（濵田） それでは，地方税の方の資料28―１
をお願いいたします。今最もホットな話題とい
たしまして，先ほど申しましたように今年は年
末の税制改正に先立ちまして秋の陣というのが
自民党の税調でも動いておりまして，この中で
これらの項目が一応範囲として決められている
わけですが，特に１番にありますが，先端設備
の投資を促す税制の関連で，固定資産税の償却
資産課税が議論の対象になっています。
経団連の方から秋の税制改正の議論におきま

してこの資料29の真ん中辺ですが，２．�１⑦の
ところでございます。法人税の減免措置を受け
た資産については，償却資産に係る固定資産税
を免除にするなど，地方税についても整合性を
図るというようなご注文を頂いております。一
方で，経済界ないし経済産業省の方から，ここ

２年ほどの税制改正の中で，実質的にこの固定
資産税の償却資産課税を段階的に廃止していく
ようなかなり抜本見直しをしろというようなご
注文が出ておりまして，地方団体の方々にご心
配をかけているところでございます。
固定資産税の税収は，全体で９兆円弱のうち，

工場の機械とかを思い浮かべていただければい
いのですが，大体１兆６，０００億円ぐらいがこの
償却資産の税収でございます。設備投資の水準
そのものは景気の動向ででこぼこありますが，
これはストックベースの課税になりますので，
毎年１．６兆円ぐらいのかなり安定した税収が得
られる安定財源だということがございます。
資料31で各団体別に見ますと，当然のことで

すが，こういう大きな償却資産がある団体にか
なり偏っている税源でございます。左側にあり
ますように，ダムや発電所があるようなところ
では，この小さな町村で償却資産の固定資産税
が税収の８割９割を占めているようなところも
かなりございますし，右側にあります当然のこ
とながら工業地帯などを抱えておられるところ
では，地元の大阪市さんも右側の３番目にあり
ますように，３３０億円以上の税収が年間この償
却資産分で入っておりますし，この９番にあり
ます四日市市さんのように人口がそんなに政令
指定都市ほどは大きくないところでもあのよう
なコンビナート的なものがあるところでは１３０
億円も税収があるということで，特にこういう
地方団体，市町村の方から大変ご心配いただい
ているところでございます。
資料32は，２５年度の税制改正を議論したとき

に，地方６団体からかなり強い声を頂いたもの
でございます。一言でいいますと，知事会のと
ころに書いてあります現行制度堅持で頑張れと
われわれも尻をたたかれているところでござい
ます。
経産省の方からは，この償却資産への固定資

産税への課税というのは諸外国にもあまり類を
見ないとかまれだとか言われますが，資料33の
左側一番端にアメリカ全５０州のうち３８州ではこ
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ういった機械設備に関する課税があるというふ
うに書いてありますように，もともと今の償却
資産課税はシャウプ勧告におきましてアメリカ
の税制を手本に作ったという経緯がございます
ので，そういう意味でまれと言われるほどのこ
ともないのだろう，アングロサクソン系の国で
は一般的にある税制だというふうに考えていた
だいていいいと思います。
それから，資料34で書いてございますのは，

経団連の皆さまも含めてでございますが，法人
税と固定資産税の考え方が違うのはどうもけし
からんというお叱りを頂くのですが，端的に言
いますと，下にありますように法人税の償却を
即時償却とか特別償却で早くやるかどうかとい
うのは，法人税をいつ払っていただくかという
時期の問題だけでございますが，固定資産税の
償却資産課税を全く財産を減価してしまいます
と，固定資産税は財産税ですので，納税の時期
の問題でなくて税収そのものがなくなってしま
うという意味で，法人税の償却を早くかけると
いうのとはちょっとインパクトにおいて天と地
ほどの差があるということでありまして，市町
村の皆さんも大変心配しておられるということ
でございます。
参考として真ん中のところに書いております

ように，平成１９年度に法人税の償却の方法が変
わったときにもこれは大議論になったわけでご
ざいますが，与党の税調，政府の税調でも議論
していただいた上で，固定資産税はいわば財産
税で法人税と性格が違うので，法人税の減価償
却方法が変わっても固定資産税については従前
のとおりでいい，というお沙汰がいったんつい
た問題が，変な言い方ですが，蒸し返されてい
るというような側面があるということでござい
ます。

２．地方法人課税

それから，今後年末に向けまして，償却資産
の課税の問題も場合によってはまた引きずる可
能性もなくはないと思いますが，大きな問題と

いたしまして，先ほどお話がありました実効税
率の問題を含めた法人課税の問題，それから自
動車車体課税の問題，それからゴルフ場利用税
といったところが，平成２５年度の改正でも議論
になりましたが，また大きな焦点になってくる
のではないかと思います。
そのときわれわれが申し上げておりますのは，

皆さん，消費税率の引き上げがあると，地方も
先ほどの話ではないのですが，潤うのだろう，
その分多少減税しろと言われるわけでございま
すが，冒頭申しましたように１３兆円も年間お金
が足りないという状況の中で，消費税率引き上
げ分で地方の増収分は，交付税分まで含めて
１０％の時点で，資料36の２つ目の丸に書いてい
ますが，４兆円ぐらい，そのうち１兆円ぐらい
は子育ての充実なんかに回そうということでご
ざいますから，もともと１３兆円穴が開いている
ところが３兆円ぐらいは今回の地方消費税率の
引き上げで多少緩和されるという程度の話でご
ざいまして，消費税率引き上げ分が地方に回る
から減税できるようになるというような話では
全然ないということを一生懸命申し上げている
ところでございます。
個々の問題で簡単に一言ずつコメントいたし

ますと，資料39をご覧いただきますと，先ほど
戸谷先生からもご指摘ありました地方法人特別
税の制度が税制抜本改革までの暫定措置という
のが法律上の位置付けになっておりますので，
東京都をはじめとして大都市部の都府県からは
これは見直ししてください，元に戻してくださ
いというような声を頂いているところでござい
ます。この税の仕組みは，先ほど戸谷先生から
もご紹介ありましたように，もともと都道府県
税であります法人事業税の半分弱，消費税率で
いいまして当時の１％相当の２．６兆円を便宜上
国税という形に切り替えました，地方法人特別
税です。ただ，国が使ってしまうわけではあり
ませんで，同額をそのまま地方法人特別譲与税
として各都道府県に戻すわけですが，戻すとき
の基準が右側にあります人口・従業者という地
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方消費税を市町村に配るときの基準で戻します
ので，端的に言いますとこの法人事業税ですと
東京都の全国シェアが２５％ぐらいですが，この
右側の人口・従業者で配り直しますと東京都は
１３％とか１４％ぐらいに落ちてきますので，その
隙間分だけ，端的に言いますと大都会の東京都
から少し財源をはがして田舎の県の方に持って
くることが，ちょっと言葉は品がないですが，
できるような仕組みになっております。当時，
石原都知事から，消費税を上げるときには地方
全体としてもまた財源が豊かになるのだから，
そのときまでの暫定措置だということでしょう
がないと言っていただいた経緯もあり，今回年
末に見直していかないといけないという宿題事
項になっているということでございます。
資料40にありますような検討会も，昨年の秋

から立ち上げていろいろ検討いたしております
し，そうした中では資料41にありますように，
経団連の方にも意見陳述していただきまして，
経団連の方では地方の法人課税のうち所得ベー
スである国の法人税と課税ベースが同じような
ものは，国税に吸い上げていく形にして，段階
的に縮小したらどうかというようなご提言を頂
きました。
同友会の方からは，われわれはこういう話が

あると代替財源を示せ，と言うものですから，
そこもご提案いただいた形になっていまして，
この地方法人課税の分を第１段階は減税して代
わりに個人住民税ないし固定資産税の土地分を
増税しろ，２段階目は地方消費税を増税して減
税すればいいではないかというようなご提言を
いただいております（資料42）。１つの考え方
ではありますし，筋は筋ではあるのですが，現
実の政治過程の中で企業の税をまけるために個
人の住民税を上げてください，固定資産税を上
げてください，或いは地方消費税を上げてくだ
さいというのはなかなか政治過程として大変な
のではないかという感想を持っているところで
ございます。

３．車体課税

資料43は，われわれは「そうではない」と言
っておるのですが，自動車の関係業界の方々か
らは，特にこの真ん中の上にある（イ）の自動
車取得税について，消費税との二重課税だとい
うそしりを頂いていまして，今年の年初の平成
２５年度改正でも廃止運動のやり玉に上がってし
まいました。これもいろいろ議論がありました
が，お沙汰としましては，この真ん中の（イ）
のところにありますように，自動車取得税を２
段階で引き下げて消費税１０％時点で廃止だとい
う大きな方向が出てしまったということでござ
います。われわれは，これだけでは立つ瀬がな
いので，代わりに代替財源がないと今の財政状
況では地方もうんと言えませんという話を言い
ましたので，（ロ）のところを書いていただき
まして，消費税１０％で取得税廃止だという段階
には自動車税において，これは同じ県税で保有
段階で毎年５月にお支払いいただいている税で
ございますが，環境性能に応じた課税を，意味
としては新たな課税をということですが，実施
することとし，他に確保した安定的な財源と合
わせて地方財政へは影響を及ぼさないというこ
とです。平たく言うと，取得税はなくすけれど
も，保有課税である毎年払っていただく自動車
税で代わるような課税を，環境性能に応じた課
税を考えて，他でも財源を考えて，地方財政に
穴を開けないようにするのだという大方針は決
めていただいて，これは今年の年末に具体的な
中身は決めようということになっているという
のが大きな姿でございます。
地方財源の問題ももちろんあるのですが，資

料47のような問題をわれわれはお訴えしており
ます。エコに優しい税制という観点から問題で
はないかということでございまして，Aとい
う高級輸入車は１，３００万円ぐらいしますので，
今の取得税５％では５９万円ぐらい払っていただ
いております。燃費はよくないのでエコカー減
税の対象になりませんで，今，５９万円ほど取得
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税を払っていただいているわけです。
一方でDが国産ハイブリッドの大衆車でご

ざいますが，これは２１０万円ぐらいで，本来で
すと５％，９万３，０００円ぐらいの取得税を払っ
ていただくのですが，これはエコカーだという
ことで既に減税になっていまして，今，このD
の車を買うときには取得税はかかっていません。
０円ということでございます。ということは，
消費税が上がるからといって取得税を廃止した
ときに喜ぶのは高級輸入車を買う方であって，
ハイブリッドの大衆車を買う方は今もともと取
得税がかかっていないので，取得税を廃止して
も恩典がありません。言い換えますと，取得税
を廃止した場合にエコカーの普及を図っていく
という政策目的には逆行するようなことになる
のではないかという点を一生懸命われわれは訴
えているところでございます。

４．ゴルフ場利用税

最後に一言だけ，資料49のゴルフ場利用税と
いうのも，ゴルフをやる方は払っていただきた
いなというのが私の気持ちでございますが，ゴ
ルフを愛好される議員さん方等を中心に，これ
も二重課税だとかなぜゴルフだけ課税するのだ，
テニス・スキーは課税しないではないかという
ようなことを言われまして，この機会に廃止す
べきだというご議論が今年の年初もされました
し，また年末も行われると思います。地方団体
の方からは，ゴルフ場があるような山林原野の
多いような市町村に貴重な財源になっているの
で，廃止は困るという声を頂いている状況でご
ざいます。以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。残された時間
が１０分足らずになってしまいました。各論につ
いて戸谷さんから，少し短か目でお願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅵ．個別税制の現状と課題につい
ての討論

（戸谷） はい，わかりました。それでは絞り
まして，まず法人税についてご議論したいと思
います。

〔法人税率引き下げ競争〕
法人税に関しては，税率そのものを引き下げ

るのか，それともいわゆる投資減税という投資
をする企業に減税するのか，２つに議論が分か
れております。今朝の日経新聞の一面に，安倍
首相は税率を下げるべきだと言われたという記
事が出ていました。安倍首相は一月か二月前は，
むしろ政策減税を主張されていたのではないか
と私は記憶しております。いずれにせよ法人税
については，常にこの問題があってこれをどう
するかということが１つ議論になると思います。
それともう１つ，これは法人税について漠然

とした私自身の疑問なのですが，どこの国も法
人税を下げて他国の企業を呼び込もう，或いは
自国の企業が出ていかないようにしようと，い
わゆる「税金引き下げ競争」が起こっているよ
うです。これは一体どこまで行くのだろうか。
極端に言いますと，どこの国も最終的に法人税
がなくなるという事態が起こりかねない。これ
がゲーム理論でいうところの，いわゆる「レー
ス・トゥ・ザ・ボトム」，日本語では「底辺へ
の競争」という現象です。これに対処するには
結局，各国間の協調というか話し合いしかない
のですが，そういうことが行われているのか，
お聞かせいただければと思います。

〔外形標準課税〕
地方税に関しましては，今日ご議論がなかっ

たのですが，法人事業税の外形標準課税という
問題があります。現在これは，資本金１億円超
の企業にのみ，利益ではなく外形標準に課税す
るものですが，非常に中途半端な状態になって
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しまっています。そもそも，外形標準課税を入
れる際の最も大きな根拠は，赤字企業に対して
も税金を払ってもらおうというものでした。と
ころが１億円企業の大企業というのはむしろ黒
字企業が多く，赤字企業に課税しようとすると
その基準を引き下げないといけない。にもかか
わらず，結果的には１億円超の大企業のみにか
かっています。これをどうするかという問題が
あると思います。

〔償却資産課税の在り方〕
あとは既にご説明がありましたが，償却資産

課税の問題です。もちろん地方団体にとっては
税収が減るから困るのですが，企業の方は当然
負担になっています。よく企業の税負担という
形で国際比較をしたりしますが，あれはいわゆ
る利益ベースのみで，要するに法人税と法人住
民税と法人事業税，これだけなのです。しかし
企業の税負担はそれだけではありません。固定
資産税の負担が非常に大きい。
しかも償却資産課税について１つ言えること

は，これは重厚長大産業にかかるということで
す。経済のソフト化が進行し，IT取引等が行
われると，そんなに大きな店舗や設備を要しま
せん。そういう企業には現行の償却資産課税は
比較的軽い課税しかされません。このような税
負担の不公平をどのように解決するかというこ
とについて，もし何かお考えがあればお聞きし
たいと思います。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。では橋本さ
ん，お願いします。
―――――――――――――――――――――

〔所得税〕
（橋本） ますます時間がなくなってしまった
ので，２点だけお話しさせていただこうと思い
ます。まず所得税ですが，最高税率を見直しま
した。課税所得４，０００万円から最高税率４５％と

したということですが，課税所得が４，０００万円
のサラリーマンはほとんどいないので，再分配
効果としてはあまり意味がありません。政治家
的には金持ちだけ増税して，対象者がいないか
ら反対する人もほとんどいないということで結
構なことなのかもしれませんが，税収にも寄与
しないと思います。
それと，実は今所得税の税率表はほとんど覚

えられないような刻みになっていまし
て，５，１０，１５，２０，２３……でしたか。昔は
１０，２０，３０，４０，……課 税 所 得 の 区 分 は
３００，６００，１，０００，２，０００と覚えやすかったので
すが，今は全然覚えられません。このように複
雑な刻みになったのは，地方税を比例税率化し
たときからです。そのときに，各家計の負担が
変わらないように国税の刻みを変えました。そ
れ自体は正しいと思うのですが，国税の方にし
わ寄せがきてしまって，今の形になりました。
この際，先ほどお話になったように２，０００万

円以下は諸外国に比べて所得税の負担が低いの
で，所得税を上げるしかないと思います。昔，
石先生が税調で，納税者のほとんどがサラリー
マンなので，基幹税としての所得税を見直す必
要があるという当たり前の話をしたら，「サラ
リーマン増税」だとバッシングされた事件もあ
りました。そういうトラウマもあるのでしょう
が，やはり所得税について税率表を見直してあ
る程度中堅から上の人について，少し増税をお
願いするということを考えてもいいのではない
かと思います。増税の際に，課税所得の区分と
税率を見直せば，所得税もだいぶすっきりしま
す。

〔償却資産課税の在り方〕
それから，地方税に関してはいろいろ聞きた

かったのですが，本当に時間がないので１つだ
けにしておきます。先ほどの償却資産のところ
の説明が気になります。固定資産税での償却資
産の取り扱いを法人税と同様に，減価償却を最
後には１円にしてしまうわけにはいかない，固
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定資産税は財産税だからという話でした。固定
資産税での償却資産の扱いを法人税と同じ基準
でやると税収が入ってこないから地方団体が減
収になり苦しいというのはわかるのですが，税
収確保だけが目的ですという説明は苦しいと思
います。税の論理は，地方公共サービスから利
益を受けているので課税するという話でないと
いけないと思います。償却資産の価値がほぼゼ
ロになったものに対して課税するというのはや
はり問題だと思います。償却資産の存在が企業
に収益を発生させていて，その企業が当該地方
団体から公共サービスを受けているので収益に
見合った負担をお願いするということでないと
いけないはずです。例えば，ここは関電ビルで
すので，原子力発電所の例で考えてみたいと思
います。活断層がみつかり，再稼働できない原
発も固定資産税を払っているのが現状です。資
産価値ゼロというか，廃炉の費用を見るとマイ
ナスみたいなイメージです。そういうものにつ
いても，地方団体の財政が苦しいので財産税だ
からかけますと言い続けていくというのはどう
かと思います。以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） 特にこれに関しては言っておかなけれ
ばいけないということがございましたら，藤井
審議官，そして濵田課長，お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔法人税率引下げ競争〕
（藤井） 法人税率，税率の引き下げなのか，
投資減税などのそういうやり方なのかという問
題提起がございました。これにつきましては，
そもそもどういう産業政策を取るのかというこ
とがもともと土台にございます。ターゲッティ
ングポリシーと言われるものなのか，なるべく
自由放任がいいのかという，産業政策の在り方
と結び付いていると考えております。必ずしも
ターゲッティングポリシー，要するにこの産業
を日本で伸ばしていくのだというのを，キャッ

チアップ型経済が終わった後，そういう分野を
役所の側とか政府の側が明確に見いだせない状
況の中で，基本的に自由放任的な産業政策が志
向されてきたということで，どちらかというと
法人税率の引き下げというのが志向されてきた
ということだろうと思っております。
もう１つは，戸谷先生もおっしゃったような

国際的な税金引き下げ競争というものに日本も
近隣アジア諸国との関係がございますので，そ
こに巻き込まれてきたという，その２つの側面
があろうかと思います。税金引き下げ競争につ
きましては，ここでまた先般のG８で BEPSと
いう観点から，グローバル企業についてはちょ
っと課税の在り方を考えなければいけないとい
うことが首脳レベルでも提起されていますので，
そういうことも今後の動きとしては重要な要素
なのだろうということです。単に引き下げ競争
だけしていては各国とも困ることになるので，
そういう意味でかなりハイレベルで問題提起が
なされていますので，今後国際的な議論になる
のだろうというふうに思っております。

〔所得税〕
それから，橋本先生から所得税についての問

題提起がございました。最高税率は先ほどお話
ししたとおりなのですが，もう１つ重要な改正
をやっていまして，給与所得控除につきまして
２４５万円で控除額頭打ちという改正をやってお
ります。これも１つの所得再分配機能の強化で
す。日本の給与所得控除というのが世界で類を
見ない状況でございまして，非常に水準が高く，
この改正をするまで青天井で給与所得控除がで
きたという特徴があります。サラリーマンのい
わば必要経費控除でございますので，各国こう
いう大きな控除を認めている例はございません。
こういう給与所得控除の在り方も含めまして，

所得税につきましては課税ベースが非常に小さ
くなっているとか，さまざまな問題がございま
す。従いまして，税率の刻みの点につきまして
も，その課税ベースの問題などと併せて所得税
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の在り方を考えていくということだろうと思っ
ております。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。では，濵田課
長お願いします。
―――――――――――――――――――――

〔外形標準課税〕
（濵田） まず，戸谷先生からの外形標準課税
の問題でございます。これはご指摘のとおりで
ございまして，現状は法人事業税のうちの大企
業の４分の１相当の部分だけがいわゆる外形課
税になっているということでございますが，も
ともとわれわれは世に原案を問うた時点では，
事業税の中の半分を中小企業も含めて外形標準
課税に切り替えたいということでお諮りしてい
ました。その後，いろいろな政治過程のある中
で，まさしく赤字企業にもご負担いただく制度

であればこそ，当面導入していくにはこういう
姿しかないということで現在の姿になったとい
うことでございますので，今後，先ほど来のお
話がありました実効税率の問題等々大きく全体
を議論していく中では，この外形課税は方向と
してはわれわれは広げていくということも視野
に，ご議論をぜひいただきたいと思っておると
ころでございます。

〔償却資産課税の在り方〕
それから，両先生から償却資産課税の在り方

についてございました。特に橋本先生からちょ
っと私は先ほどわかりやすくと思ってかなりラ
フな物言いをしたのでお叱りを頂きましたが，
課税の根拠といたしましてはあくまで現に使用
して行政サービスを受けている以上は，その対
価として税をお支払いいただきたいということ
でございますが，いずれにいたしましても，事
業活動に関しまして一種の外形課税的な形態と
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いうふうな見方ができるのだと思います。そう
いう意味では，在り方そのものはあまり部分を
捉えて外国とどうこうというよりは，全体の，
事業税の外形標準課税とかを含めました，企業
の税負担全体の中でどうご負担いただくのが一
番公平かという観点の位置付けを持って議論し
ていくというような視点が必要なのではないか
なと思っております。以上でございます。
―――――――――――――――――――――

おわりに

（林） ありがとうございました。時間が参り
ました。いろいろな課題がまだ残されておりま
す。税制改正は，やはり政治の問題も踏まえな
がら考えていかなければなりませんし，制度設

計の中で原理原則を大事にする方と，もう少し
柔軟に考えなければいけないという方がおられ
ます。これはもしかすると世代間の考え方の相
違なのかもしれません。こうした点を踏まえな
がら，税制のあるべき姿を求めていくというの
は非常に悩ましい問題です。租研の税制改正に
関する意見は租研の総力を挙げて非常にバラン
スの取れた客観的な税制の改正の在り方を示し
たものとなっています。今日の議論の答えもか
なりの部分そこで見つかるのではないかと思っ
ていますので，ぜひお読みいただきたいと思い
ます。
司会の不手際で時間が少し延びてしまいまし

たが，討論者４人の方々に拍手をお願いしたい
と思います。ご清聴どうもありがとうございま
した。
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